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 午前 ９時５９分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可します。 

  一つ、こどもの貧困について外３点、８番髙橋

英夫議員。 

  〔８番髙橋英夫議員登壇〕（拍手） 

○８番（髙橋英夫議員） おはようございます。 

  2015年の６月議会で初質問をして以来、今回で

14回目の質問となりますが、初めてトップバッタ

ーのくじに当たりました。 

  議会運営委員会で、質問順位を通常は副委員長

の佐藤弘司議員が引くのですが、今回、佐藤弘司

議員も一般質問をするということで、次に年長者

がやるとなりましたら、山村議員も一般質問、次

の年長である私も一般質問、次の小久保議員も一

般質問ということで、最終的には明誠会の相田克

平議員だったんですが、そのときは代理で島貫議

員が来ておりまして、動揺しながら引いたくじの

１番が私のくじということで、非常に今、ある意

味晴れがましい気持ちでおりますけれども、トッ

プバッターにふさわしい、すがすがしい質問内容

になるように努力いたしたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

  大きな質問項目の１番、こどもの貧困について

でございます。 

  山形県が８月９日から９月３日までの期間で行

った「子どもの生活実態調査」の結果が11月19日

に公表されましたが、それによると、県内の子供

の貧困率は16.0％で、平成28年国民生活基礎調査

における全国の子供の貧困率13.9％よりも2.1ポ

イント上回っています。 

  そこでお伺いいたします。 

  山形県全体では16.0％ですが、米沢における子

供の貧困率はどうなっているのでしょうか。米沢

市独自の調査は行われているのでしょうか。 

  実態の把握ができていないとすれば、今後この

ことについての調査などはどのようにしていこ

うとしているのでしょうか。 

  また、子供の貧困は子供たちにどのような影響

を与えると考えておられるのでしょうか。 

  現在、米沢においては子供の貧困に対してどの

ような対策が講じられているのでしょうか。お伺

いいたします。 

  大きな質問項目の２つ目です。雪に強いまちづ

くりについてお伺いします。 

  これは、これまで何回も取り上げてきたテーマ

です。 

  さきの９月議会においては、「除雪サポーター

制度を考える市民会議」を立ち上げてはどうかと

いう提案をいたしましたが、それに対して企画調

整部長からは、「現在、各地域からのお話をお聞

きした上での、新たな住民同士の助け合いによる

雪処理体制を検討していく中で参考にさせてい

ただきたい」との回答がありました。また、「来

年度を目標に、地域の実情に応じた、地域共助に

よる除排雪体制のモデル事業を立ち上げ、これを

検証しながら、よりよい制度を構築していきた

い」との回答もありました。 

  各コミセンなどに出向き、話を聞いているとい

うことでしたが、現時点ではどのようなモデル事

業がイメージされているのかお伺いいたします。 

  また、その２点目として、大学生の冬の暮らし

について取り上げたいと思います。 

  山形新聞に、山形大学工学部の東山教授が2006

年から研究室の学生と取り組んでいる除雪ボラ

ンティア活動の紹介と東山教授のコメントが載
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っておりました。このコメントとして、「外から

人を呼ぶ除雪ボランティアは往々にしてイベン

ト化するが、大事なのは日常化すること。大学生

だけでなく、中高校生とも連携することで、もっ

と雪に強い地域をつくれるのではないか」という

ものでした。 

  学生がボランティアに参加する意義に加えて、

雪国ならではの暮らしの魅力を味わうことにも

つながり、米沢定着のきっかけになり得るのでは

ないでしょうか。若者との連携による除雪ボラン

ティアという形もモデル事業の一つにはなり得

ると思いますが、いかがでしょうか。 

  また、来年度を目標にしたモデル事業の立ち上

げを目指すならば、現在市内で実践されている共

助除雪の実態を把握した上で、今シーズンからの

検証をスケジュール化すべきと考えるが、いかが

でしょうか。 

  質問項目の３つ目に移ります。「健康長寿日本

一」に向けた芸術文化活動の推進について。 

  昨年、2017年６月に文化芸術基本法が制定され

ました。この法律は、2001年に文化芸術振興基本

法として、芸術や文化の振興を支援する目的で議

員立法で制定されたものです。 

  今回の改正では、観光、まちづくり、国際交流、

福祉、教育、産業などの分野の施策を法律の範囲

に取り込んで、芸術文化の振興だけにとどまらな

いということで、名称も文化芸術基本法に改めた

ことが特徴です。 

  この法律の第37条では、「文化芸術の推進に関

する重要事項を調査審議させるため、条例で定め

るところにより、審議会その他の合議制の機関を

置くことができる」という規定が新設されていま

す。 

  また、今回の改正で、地方文化芸術推進基本計

画の策定がうたわれましたが、その前提として、

条例で明確にした自治体の文化政策の目標を具

体化するというものがこの計画になります。 

  山形県ではことしの３月20日に山形県文化基本

条例が公布、施行されました。 

  一方、米沢市の文化芸術活動の現状はどうでし

ょうか。全体として、芸術団体などの活動に参加

する市民の高齢化が進み、若い世代の文化活動離

れが進んでいます。 

  「健康長寿日本一」を目指す上で、心の健康の

バロメーターとも言える文化芸術活動の活性化

を支援、推進することは重要な取り組みと言えま

す。 

  米沢市文化基本条例を制定し、米沢市文化芸術

基本計画を策定し、審議会を立ち上げ、市民、文

化団体、事業者、教育機関、行政との連携、協働

を図るべきと考えますが、どうでしょうか。 

  最後の質問項目です。森林再生について。 

  米沢市の面積548.51平方キロメートルのうち、

８割は山林と原野です。森林の４割を占める人工

林の半分以上は樹齢50年を超えて、伐採するべき

時期を迎えています。 

  森林整備、保全、保育、伐採などを担う林業を

支援することは、米沢市にとっても重要な課題の

一つと考えます。 

  米沢市まちづくり総合計画によると、57ページ、

施策１－３の施策の目指す姿として、「森林資源

の利用・保全を進め、森林の維持管理に努めると

ともに、農林業の担い手を育成・支援します」と

あります。 

  また、施策での取組１－３－１では、外部から

の農林業の担い手を育成・支援しますとあります。 

  さらに、施策１－３－５、森林資源の利用・保

全では、「良質材の生産や森林の公益的な機能の

維持増進を図るため、間伐等の適正な森林整備を

推進します」「地域の森林資源の利用による林

業・木材産業の活性化を図るため、公共建築物等

への地産木材の利用拡大と木質バイオマスエネ

ルギーの利用を促進します」「緑とのふれあいを

通した環境保全の心を育むため、学校や地域と連

携して森林体験学習を推進します」「林道等の林

業基盤の整備を推進します」とあります。 
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  これらの施策の現状、進捗状況はいかがでしょ

うか。 

  以上について、壇上からの質問といたします。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 おはようございます。 

  私からは、子供の貧困率についてお答えいたし

ます。 

  繰り返しになる部分がございますが、山形県は、

平成30年８月９日から９月３日を調査期間とし、

平成30年４月１日現在で、年長児、小学５年生、

中学２年生、高校２年生の子供とその保護者、

7,591世帯を対象に子どもの生活実態調査を行い

ました。うち本市は587世帯が対象となっており

ます。 

  この調査の中間結果が11月19日に公表されたと

ころです。有効回答の回答率は、子供1,807世帯

で30.5％、保護者2,529世帯33.3％となっており

ます。 

  この「山形県子どもの生活実態調査の結果」に

おいて、県全体の等価可処分所得が122万円に満

たない世帯の子供の割合、いわゆる子供の貧困率

は16.0％という結果になっております。これは、

平成28年国民生活基礎調査における全国結果で

ある13.9％と比較して高い結果となっておりま

す。 

  なお、今回公表された調査結果は県全体のもの

であり、本市の状況については今年度中にまとめ

られる当該調査の最終結果において明らかにな

る予定となっております。 

  次に、今後どのように実態調査を行っていくか

についてお答えいたします。 

  県からは、このたびの実態把握のための調査に

当たって、事前に調査項目内容が県内市町村に示

されました。その調査項目について、本市として

は追加等の要望はないと報告しているところで

あります。 

  よって、今年度末に示されるこのたびの調査の

最終結果を待ちたいと考えているところであり

ます。 

  貧困によって子供にどのような影響を与えるか

についてですが、このたびの調査結果では、子供

の回答で、「勉強」「進学・進路」への悩みや不

安はどの世帯の子供も同じような割合になって

いるのに比べ、「家にお金がないこと」や「自分

の部屋がないこと」「身体の成長や季節に合った

服、靴が足りないこと」については、等価可処分

所得が122万円に満たない世帯の子供が悩みや不

安を感じる割合が高くなっている状況にありま

す。 

  子供の貧困に対する本市の取り組みとしまして

は、生活保護利用世帯を含む生活困窮世帯を対象

に「子どもの学習支援事業」を実施しております。 

  本事業は、貧困の連鎖防止を目的に、子供に対

する学習支援、進路相談とあわせて、親に対する

養育支援を行うもので、現在６世帯７名に対して

サービスを提供しております。なお、平成29年度

の利用者６名のうち２名が中学３年生でしたが、

いずれも高校へ進学しております。 

  実施に当たっては、児童教育や児童福祉に見識

のあるＮＰＯ法人に委託し、親子とより緊密な信

頼関係を築くため、家庭訪問形式にしております。

家庭訪問形式のメリットといたしましては、子供

の学習環境や日常生活を直接確認できるととも

に、親子交えて話をすることで、子供の将来を一

緒に考え、世帯の自立に向けた効率的な支援につ

なげられるものと考えております。 

  なお、事業の推進には周知が何よりも重要と認

識しております。今年度は、広報やホームページ

に加え、市内小中学校の全児童生徒に保護者向け

のチラシを配布したところですが、今後も引き続

き周知に努めたいと考えております。 

  また、子ども食堂の実施に当たっては、コミセ

ンなどの公共施設を利用する際に、利用料を減免

する支援を行っております。 

  私からは以上です。 
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○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、２の雪に強い

まちづくりについての御質問にお答えします。 

  本市では少子高齢化が進み、ライフスタイルが

多様化する中、これまでの雪対策のあり方を見直

し、将来に向けた雪対策の基本的な考え方と施策

の方向性を明示するとともに、さまざまな取り組

みの相乗効果を図りながら、雪対策を総合的に進

めていくために、雪対策総合計画をことし５月に

策定いたしました。 

  その計画の施策の一つとして、地域共助による

除排雪体制を整備することで、冬期間も安心して

暮らせるまちづくりを推進していくことを掲げ

ております。 

  そのため、本年９月定例会の髙橋英夫議員の一

般質問の折にも、地域共助による除排雪体制整備

に向け、各地区からお話をお聞きしている旨の答

弁をいたしましたが、その後、市内全地区のコミ

ュニティセンターに出向きまして、地域の実情を

お聞きした上で、話し合いを進めてまいりました。 

  その結果、地区町内会など複数の団体から、地

域としてモデル事業に取り組んでみたいとの申

し出をいただいているところです。 

  来年度からのモデル事業として実施すべく、予

算も含めた検討を行っている段階ですので、今シ

ーズンからの実施は難しいところですが、現在は

各地域において課題を整理していただきながら、

事業内容を精査している状況です。 

  今後、モデル事業として取り組んでいく中で、

効果の検証や評価を行いながら制度設計を進め、

将来的には市内全域の町内会などを対象とした

事業に拡大していきたいと考えております。 

  次に、学生ボランティアについての御質問にお

答えします。 

  議員御紹介の新聞記事のように、市内の学生に

よるボランティア活動は大きな力を持っており、

除雪活動はもちろん、地域イベントへの参加や企

画運営、学習支援など多岐にわたっており、高齢

者や子供たちを初め、多くの市民の方々から「若

い学生から笑顔や元気をもらった」との声もお聞

きしております。 

  学生の中には、このようなボランティア活動や

サークル活動を通して米沢への愛着が生まれ、他

県出身でありながら市内企業への就職を果たす

学生もおり、学園都市推進のために、市内に住む

学生の力は欠くことのできないものであります

ので、引き続きさまざまな学生の活動を応援する

取り組みを実施し、学生との連携をさらに深めて

まいりたいと考えております。 

  学生除雪ボランティアにつきましては、市とし

ましても、これまで学生と地域をつなぎ、スムー

ズなボランティア活動が可能となるよう橋渡し

を行ってまいりましたが、今後もこのような活動

を継続しつつ、連携を強化してまいりたいと考え

ております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、３の「健康長寿日

本一」に向けた芸術文化活動の推進についてお答

えいたします。 

  議員も述べられましたが、国では平成29年６月

に文化芸術振興基本法を一部改正し、新たな時代

に即した総合的な文化芸術振興を展開するため、

文化芸術の振興にとどまらず、観光、まちづくり、

国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野

における施策を取り込み、文化芸術により生み出

されるさまざまな価値を文化芸術の継承、発展及

び創造に活用することを目指し、文化芸術基本法

として施行いたしました。 

  また、この法律を受けまして、山形県ではこと

し３月に山形県文化基本条例を制定し、現在その

施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、平

成31年度から５年を期間とした山形県文化推進

基本計画を策定中であります。 
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  このような中で、本市でも同様に条例や計画を

策定してはどうかとの御質問でありますが、条例

の制定や計画の策定に当たりましては、施策の範

囲が文化芸術分野にとどまらず、観光やまちづく

りなど幅広い分野が含まれますとともに、文化芸

術に関しましても、芸術のほか生活文化や伝統芸

能、食文化、文化財等、大変広範囲にわたります。

このことから、さまざまな方々から御意見をお聞

きするとともに、本市の特性を生かした条例や計

画とするためには、十分な時間をかけて協議を行

う必要があるものと考えております。 

  現在、本市の芸術文化振興施策につきましては、

米沢市まちづくり総合計画や第３期米沢市教

育・文化計画に基づき、「郷土の歴史を継承し、

芸術文化を創造するまちづくりの推進」を掲げて

事業展開を行っているところであります。 

  この教育・文化計画が平成32年度に計画期間が

終了することに伴い、平成31年度から２年間かけ

て第４期教育・文化計画の策定に向けた検討を行

うこととしておりますので、この中で、県や他市

の状況等も踏まえながら研究してまいりたいと

考えております。 

  なお、本市の文化芸術活動は、半世紀以上の歴

史を持つ米沢市芸術文化協会を中心として、こと

し54回を迎えた市民の芸術文化活動の発表の場

であります米沢市民芸術祭には、毎年多くの団体、

個人が参加しております。 

  また、鷹山大学や地区コミュニティセンターな

どでは講座やサークル活動が盛んに行われてお

り、さらには獅子踊りなど伝統文化の継承等のさ

まざまな活動につきましても、地域の方々のみな

らず、多くの人々が協力して継続的に行われてい

るなど、県内他市と比較しても活発であると認識

しております。 

  元気な高齢者を初め、生涯各期にわたる芸術文

化活動の推進施策の展開が、市民一人一人の生き

がいや心の健康につながるものと考えており、

「健康長寿日本一」を目指して、引き続き芸術文

化の振興に努めてまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、４番の森林再生に

ついてお答えいたします。 

  まちづくり総合計画におきます林業施策の進捗

状況ですが、施策での取り組みのうち、多様な農

林業の担い手の育成、支援としまして、外部から

の農林業の担い手を確保するための仕組みづく

りの推進につきましては、現在、米沢地方森林組

合の職員や作業員に対し、山形県森林組合連合会

が主体となり、緑の雇用担い手育成対策事業とい

う、林業現場で必要な知識や技術を習得させる研

修に取り組んでいただいており、従事してから３

年間を対象とする林業作業士（フォレストワーカ

ー）の研修に５名、５年目以上を対象とする現場

管理責任者（フォレストリーダー）の研修に１名

の計６名が受講され、担い手の育成、確保に努め

ていただいているところでございます。 

  次に、良質材の生産や森林の公益的機能の維持

増進を図るための間伐材の適正な森林の整備推

進につきましては、平成28年度間伐と保育合わせ

て約90ヘクタール、平成29年度は約50ヘクタール

ほどの整備を行っております。 

  また、地域の森林資源の利用による林業・木材

産業の活性化を図るための公共建築物等への地

産木材の利用拡大と木質バイオマスエネルギー

の利用促進につきましては、公共建築物への木材

利用として、平成28年度以降では、道の駅米沢へ

50立方メートルほど使用しているほか、地産木材

使用住宅建築奨励事業で平成28年度は８件、使用

された米沢産の木材が約115立方メートル、平成

29年度は６件、約70立方メートル、今年度は12件、

120立方メートルほど使用されているほか、木質

バイオマスエネルギー燃焼機器設置事業では、平

成28年度までの３年間でまきストーブ、ペレット

ストーブ合わせて102台が設置されており、設置
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のための補助金は平成28年度で終了しておりま

すが、設置されたストーブへの燃料としての木質

バイオマスエネルギーの利用は継続して行われ

ておりますし、市有林などの間伐材を活用してペ

レット燃料を製造していただき、市の関係施設等

で活用する取り組みも継続して実施しておりま

す。 

  なお、今後は木質バイオマス発電所への燃料調

達への支援を検討してまいりたいと考えており

ます。 

  次に、緑との触れ合いを通した環境保全の心を

育むための、学校や地域と連携しての森林体験学

習の推進につきましては、やまがた緑環境税を活

用しまして、平成28年度は28団体、約1,700人、

平成29年度は25団体、約1,900人の参加をいただ

き、森林散策を通した森林体験や樹木の学習、地

元の木を使用し、木と触れ合う木工クラフトなど

に取り組んでおります。 

  最後に、林道等の林業基盤整備の推進につきま

しては、最近の異常気象に伴うゲリラ豪雨や台風

などにより、路面洗掘や路肩決壊等により維持管

理費が増大していることから、林道を使用してお

られる地域の団体等に林道の草刈りをお願いす

る林道サポート事業を拡大するなど、経費の節減

を図りながら林道の適正な維持管理に努めてい

るところです。 

  林道などの林業基盤整備の必要性は認識してお

りますが、林道は適切に維持管理をしないと山に

戻ると言われるため、路網整備の必要性や現場条

件などを総合的に調査し、検討していかなければ

なりません。 

  なお、平成19年度以降、林道は開設しておりま

せんが、森林作業道など伐採した原木を専用の林

業機械で搬出するための道路につきましては整

備をしているところです。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） ではまず、子供の貧困に

ついての回答がありましたので、それについてま

たお伺いしたいと思います。 

  先ほど話題になりました、県の子どもの生活実

態調査の中に、子ども食堂への参加意向、あるい

はボランティア等による無料または低額の学習

支援への参加意向というものがありまして、子ど

も食堂に対しては、子供の53％、学習支援に対し

ては、同じく子供の52.9％が参加したいというよ

うな意向があると。人数に換算すれば、大変な人

数なわけですが、先ほどの、米沢市が行っている

家庭訪問型の学習支援は６世帯７名の利用とい

うことでした。 

  ですから、実際にそういった参加意向を持って

いる子供たち、あるいは保護者の方の人数に対し

てどうなっているかということを知りたいんで

すが、先ほどの市の事業以外にも、民間の学生に

よる学習支援活動であったり、子ども食堂なども

ございます。そういった取り組みに対して、どの

程度参加されているか。そういったことについて

は、もしわかっていれば教えていただきたいと思

います。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 現在、市以外の民間で実

施しております学習支援活動や子ども食堂の実

施状況、参加状況につきましては、29年度の実績

で、学習支援については２団体、延べ実施回数に

ついては126回、延べ利用児童数については1,093

人となっております。 

  また、子ども食堂については、実施しているの

が６団体、延べ実施回数については78回、延べ利

用児童数については958人となっております。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 部長にお伺いしますけれ

ども、これは延べ人数ですから、実際に利用して

いる頭数というものはぐっと減るわけですけれ

ども、この人数と、いわゆる52％ぐらいの、半分

ぐらいの意向があるという人数を比して、どのよ

うな感想をお持ちですか。 
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○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 数字につきましては、全

体で53％という数字からすれば、受けている人数

はどうなのかなというところについて、若干の何

か抵抗があるのかなとは感じているところはご

ざいます。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 先ほどの回答の中にも、

周知徹底が大事だということで、保護者向けのチ

ラシ等を配っているという話がございました。ほ

とんど全世帯に届いているはずなんですが、なか

なかそういったものに対して、実際にその反応と

いいますか、利用する人数が上がってこないとい

うのはどのような理由であると考えますか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 民間で実施しているもの

については、形態がやはりちょっと違うわけなん

ですが、生活保護及び困窮者世帯で実施している

ものについては、保護者の方と子供と合意のもと

で支援しているわけであります。その中で、子供

からの拒否というか、そういった感情というか、

そういったものは余り少ないところなんですけ

れども、保護者の方から理解が得られないといっ

た部分もございます。 

  その要因としては、将来について余り関心がな

いと言ってはちょっと言い過ぎかもしれません

が、そういった部分があったり、それから生活に

ついて、自宅に来て家庭教師という形をとってい

ますので、家の中を余り見られたくないとか、そ

れから他人に余り干渉されたくないといった感

情もあられる方もいるということはつかんでご

ざいます。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 最近では、子供の貧困に

ついては非常に関心が高まってきまして、さまざ

まに新聞記事等でも取り上げられています。そう

いったものを見ますと、小さいときに貧困を味わ

ったという、現在青年になっている若者なんかが

振り返って話されているのは、そういった制度が

あること自体を自分たちは知らなかったと。もっ

と早くにそういった情報が入っていて、制度の利

用ができていればもっと違ったんじゃないかと

いうことを振り返る、そんな青年の声も記事で目

にしました。 

  今、全国には学習支援や子ども食堂以外にフー

ドバンクと言われる活動がありまして、企業が、

例えば包装に傷があるから出荷できないという

ような、そういった中身には全く問題ない商品を

フードバンクに提供して、そのフードバンクがそ

ういった貧困の家庭の人たちにそれを配ったり

するというような活動が、全国に今100団体以上

あるそうです。行われています。 

  ただ問題は、例えばこれが米沢でつくろうとい

ったときに課題になってくるのが、まさに今の話

でございまして、もらったところで一体どこに届

ければいいのかわからないというようなことで

すよね。実際に、米沢のＮＰＯ法人、１つありま

すけれども、そこでも実際に企業からもらえる口

はあるんだけれども配り先がわからないので、そ

うすると、その物が、食品が余ってしまって、最

終的にはお金をかけてそれを処分しなければな

らないということの中で今、活動が停滞している

という話を聞きました。 

  なので、どういうところに届ければいいのかと

いうことについては、ある程度行政側からの支援

もいただきたいものだなと私は思うんですが、こ

れは、では今度は教育長ですかね、お伺いします。 

  今、就学支援という形で、要保護、準要保護の

家庭にいろんな助成があると思いますが、その人

たちに対するさまざまな実務的なお知らせとい

ったものの中に、こういった学習支援や子ども食

堂の団体、それからフードバンク、こういったも

のがありますよというような、やんわりとした情

報といいますか、そういったものを流してあげる

というような工夫はできないものでしょうか。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 
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○大河原真樹教育長 学校からそういう情報を、そ

ういう御家庭に送付をするという場合には、かな

り精査をして今までもお配りしているところで

ございます。 

  一覧にして、いろいろな情報と一緒に、こうい

うのがありますよというふうなお知らせがいい

のか、また今おっしゃったように、何か事務連絡

の中に入れたほうがいいのかということにつき

ましては、いろいろ方法を検討していく必要があ

ると思いますので、担当課と協議をしてまいりた

いと思っております。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 全国どこでも共通なこと

で、子ども食堂などの活動をされている方、同じ

ような思いでいらっしゃるんですが、なかなか本

当に支援を差し伸べたい相手に情報が届かなか

ったり、実際の利用が少なかったりということが

ある中で、子ども食堂というのは貧困の子供が集

まっている場なんだというふうな周りからの目

がありますと、ますます足が遠のくということで、

今は、誰でも一緒に食べようと。まず、１人で食

べるのではなくて、みんなが集まって食べればお

いしいよということで、非常に裾野広くやってお

られるという活動が今、多くなっておるようでご

ざいます。 

  ですが、そういう中にあって、そういった情報

の届け先といいますか、届ける方法があれば、先

ほど申し上げたように、本当に支援を待つ子供た

ち、支援の手を届けたい子供たちが徐々に参加で

きるというふうなことになっていきますので、ぜ

ひそういう意味での行政からの御協力も今後お

願いしたいなということを申し上げたいと思い

ます。 

  次に、雪に強いまちづくりの回答について、も

う一度お伺いしたいと思います。 

  壇上からの質問で紹介いたしましたのは、山形

大学の事例は、本年の２月に山形新聞の特集記事

「山形再興 第２部・雪と暮らす 変わる「共助」

除雪」で取り上げられたものです。この特集では、

県内各地の先進的な共助除雪が紹介されました。 

  一方、米沢市が策定した雪対策総合計画の中に

も、施策３として「市民協働による雪処理の体制

づくり」とあり、取組方向に係る重要業績評価指

数（ＫＰＩ）として、１、除排雪協力会の組織数

として、平成28年の470団体を平成34年までには

487団体に。２、除雪ボランティアの登録者数116

人を176人にふやすという数値が示されています。 

  確認ですけれども、除排雪協力会ではお金を積

み立てて、道路の除排雪を行うことに加えて、地

域の高齢者世帯、障がい者世帯などの、自力で雪

おろしや雪片づけができない世帯へのボランテ

ィアなど、そこまで踏み込んだ活動を行っている

という実態はあるでしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 協力会におきましては、

議員おっしゃいました前段の部分のところであ

りまして、お互いに共助でやるというものは、米

沢市においては各地域の中でやられている例は、

正式、非正式でもあるとは承知しておりますが、

役所が全体的な組織化をお願いしているという

ものについては、これまではございません。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 先ほどの回答の中で、各

地域コミセンなどを回っての話の中で、ぜひモデ

ル事業に取り組みたいというような、そういった

意思表示もあったというようなことでしたが、具

体的にはどのような体裁、形のモデル事業という

ものをイメージされていますか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 目的につきましては、お

っしゃったとおり、高齢者の方々、そして体の不

自由な方々等の世帯に対して、地域の方の共助に

より除排雪をしていただくというものでござい

ますが、それに対して米沢市からも、組織・運営

に対しましては一定の補助をさせていただきな

がらというようなところで考えております。 
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  しかし、各地域、地区によってやり方がさまざ

ま、これまでの経緯もございますので、どのよう

な制度にするか、それについて現在詰めていると

ころでございます。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） ちょっと同じような質問

になりますが、この共助による除雪を前進させる

には、市民や団体、グループ、ＮＰＯなど支援す

る側の形や体制を構築するという作業と、それか

らあわせて支援を受けたい側のリストといいま

すか、どこにどんな人が待っているのかというこ

とを把握するという作業の両面が必要かと考え

ます。 

  まず、支援する側の構築についてお伺いします

けれども、例えば現在、これは福祉のほうで担当

されている高齢者等除雪援助員派遣事業等に、い

わゆる土建業者以外のＮＰＯや小さい事業者が

稼働されていたり、それから社会福祉協議会など

に個人で登録している除雪ボランティア、それか

ら先ほど紹介した学生の除雪サークルといった

ものを聞いておりますが、それ以外では、例えば

任意で頑張っておられるというような活動団体、

どのようなものがあるか御存じですか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 隣近所での助け合いとい

うものはもちろん、さまざまなところで多くやっ

ておられると思っておりますが、私どもで組織と

して把握しているというものは、今おっしゃった

ようなボランティアとかＮＰＯさん以外に、個々

でやっているところまでは把握はしていないと

ころでございます。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） さきに紹介した山形新聞

の連載の特集の中で紹介されているものに、非常

におもしろいものがありまして、酒田市の日向地

区の事例ですけれども、これは日向コミュニティ

振興会というところと市が共催でやって、年に２

回開催しているようです。「日向ささえあい除雪

ボランティア」という名称でございまして、この

取材に記者が訪れた日は、県外からの参加者も含

めて何と90人が参加していたと。それで、県外か

らの参加者には交通費や宿泊費が助成される、山

形県の「やまがた除雪志隊」。「志隊」というも

のは「志」という字ですけれども、「やまがた除

雪志隊」の取り組みとも連携しているようです。 

  ここの特徴は、非常に組織的、計画的に行われ

ているということで、コミセンでの事前説明会に

始まり、準備体操を行って、その90人が７つのグ

ループに分かれて除雪作業に出かけると。作業後

にはまたコミセンに集まって、つきたてのお餅や

郷土料理を食べながら参加者同士が交流すると。

ここには青年、学生、それからたくさん県外の方

も集まるので、非常に地元の主催者、高齢者の皆

さんも楽しみにして、これを取り組んでいるとい

うことで、除雪の活動ではありますけれども、地

域のコミュニティーづくり、そういったものと融

合させた非常におもしろい活動だなと思います。 

  こういったものまで、やっぱり米沢市の任意団

体を仕上げていければなおいいなと思いますけ

れども、多少はやっぱり時間がかかりますよね、

こうやっていくには。ですから、そういう意味で

は、今回予算が間に合わないということで、来年

度、間に合わないということでしたけれども、早

くから、今、行われている米沢市内のこういった

コミュニティー的な共助除雪の実態を把握して

いただきたいと思います。そして、そこと早くか

らの、この先の取り組みに向けての話し合い等も

やっていくという必要があるのではないかなと

思いますので、これを要望したいと思います。 

  次に、３つ目の文化のことについての話に移り

ます。 

  山形県の文化芸術に対する県民意識、平成26年

度の県政アンケート調査の結果、最近１年間に鑑

賞した公演や作品というのがありまして、ここで

は軒並み数値が激減しております。 

  先ほどお伝えした、山形の文化基本条例をつく
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る際に、事前に県民の意識を調査したものですが、

ここには「最近１年間に鑑賞した公演や作品」と

いう中で、20余りの項目があるんですが、これは

平成16年から平成26年の調査２つを比較したも

のなんですが、この10年間でこういうふうに鑑賞

した公演や作品というものの数字が激減してい

ます。映画は最も下がりが少ないんですが、絵画

においてはほぼ半分になっていますし、写真も３

分の１程度、それからポピュラーミュージックや

吹奏楽、こういった鑑賞の体験、軒並み激減して

いるんですね。 

  教育長にお伺いします。 

  こういうふうに、これは山形県の調査なので、

米沢はこれと別だというふうに言えるかもしれ

ませんが、全般的にこういった生の文化に触れる

機会、それからみずからがそういった文化芸術の

活動に参加するという割合が、この10年間に激減

しているという実態があるんですが、こういった

ことというのは、今後、私たちの人間としての生

活や人生そのものにとって、一体どういう影響が

あるのか。文化芸術が果たす役割、非常に大きい

と思うんですが、県の調査の結果、著しく文化活

動の割合が減ってきているということについて

は、どのような感想をお持ちでしょうか。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 おっしゃいましたとおり、本

市の統計調査資料がないために、各市町村の情報

交換の折などの話を総合しますと、比較的、先ほ

ども申し上げましたけれども、本市は文化活動、

県全体の調査ほどには落ちていないのかなとい

うことを感じておるところでございます。 

  ですが、本市には伝国の杜、ナセＢＡ等の芸術

文化活動の拠点となるものがありますし、博学連

携ということで、博物館と学校が連携をしまして、

洛中洛外図を模写するという活動に取り組んで

いる美術の授業があったり、その中で子供たちが

感想を書いておりますけれども、その感想が本当

に実にすばらしい、これからの米沢の未来を引っ

張っていってくれるにふさわしいような感想を

書いておりますので、これからもこうした施設を

生かしながら芸術文化活動の振興につなげてい

きたいと思います。 

  実学を大事にしていく。その実学のもとになる

のが芸術文化であると思っておりますので、この

活動の振興に頑張っていきたいなと思っている

ところでございます。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 先日、文化芸術団体の方

と話をする機会がありました。今、教育長がおっ

しゃったように、私も実は、米沢市は比較的、文

化活動が非常に盛んだなというような印象を持

っておったんですが、その渦中で頑張っておられ

る方がおっしゃるには、文化芸術団体の活動に参

加する年齢層が非常に今、高齢化していて、若い

人の参加が非常に少ないものだから、全体として

会員数も減っていたり、それから市民芸術祭をつ

くっていくにも非常に御苦労があるというよう

なことだったんですね。 

  それで、何とかこれは米沢市と本腰を入れて、

しっかりと連携して、文化芸術活動の裾野を広げ

ていく。そして、ますます発展するような方向に

持っていきたいと考える中で、例えば今、昨年か

ら取り組まれている「健康長寿日本一」。こうい

った取り組みの中に、こういった文化芸術活動な

ども位置づけて、これまでは参加しなかったよう

な市民も含め、多くの市民がたくさんの活動に参

加する中で、心の健康を増進するというようなこ

とを、例えば健康課で今、策定されていると思う

んですが、「健康長寿日本一」の取り組みの中に、

ぜひこういった文化芸術の取り組みなんかも織

り込むというようなことも非常にいいことなの

ではないかなと思いますが、部長、いかがですか

ね、その件については。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 健康長寿の計画の中では、

高齢者というふうにはしていますが、生きがいづ
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くりというようなところについても、５本の柱の

一つとして考えているところでありまして、そう

いった点から申しましても、先ほど議員のおっし

ゃったような中身というものは大変有意義な中

身ではないかなと感じているところです。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） それではぜひ、今度は市

長に一言いただきたいと思います。 

  まちづくり総合計画の基本理念には、「市民が

積極的に参加するまちづくり」とあります。掲げ

られた６つの基本目標の中の１つは、「郷土をつ

くる人材が育つ、教育と文化のまちづくり」とあ

ります。73ページの施策２－４には、「本市には

米沢市芸術文化協会を中心とした市民の自主的

な芸術文化活動が浸透しており、今後とも情報の

共有化や連携を一層強化し、活動の更なる活性化

を図っていく必要があります。また、市民がより

豊かな人生を送るための活力源となるよう、様々

な文化活動の場を提供していくとともに、多くの

市民が芸術文化を身近に感じられる環境づくり

を行う必要があります」とあります。 

  しかし、当の文化団体の方、先ほど申し上げた

ように、その声は、「文化政策として、地に足の

ついた施策になり得ていない。このままでは、米

沢の文化活動は高齢化が進み、衰退傾向にある。

位置づけのしっかりした官民一体での施策の展

開が必要ではないだろうか。特に、自分たちは「健

康長寿日本一」に向けて、市民の身近な文化活動

について、大いに力を発揮していきたいと思って

いる」というようなことでした。 

  この声をしっかり受けとめて、条例制定も視野

に入れた、踏み込んだ議論の場が必要ではないか

と思います。先ほど、教育長からは、条例をつく

るには非常に時間をかけてやる必要があるだろ

うという話ですが、まずこういった、市民と官民

一体の踏み込んだ議論の場というものがあれば

すばらしいのではないかなと。いわゆる「健康長

寿日本一」というものを前進させるには非常に有

効ではないかなと私は思うんですが、いかがでし

ょうか。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 先日も、市民芸術祭の最後のイベ

ント、市民の写真なり絵画なり、そういったもの

を、ナセＢＡで展示しておりましたのを拝見する

機会がございました。そのとき、いろんな方々と

お話をしたとき、やっぱりこういった、絵を描い

たりとか、写真であったりとか、いろんな創作的

なものにかかわっていくことは、これはやっぱり

元気でないとできませんよねと。 

  そういった流れの中で、しっかりと今、議員か

らお話がありましたような、先ほど教育長も答え

ましたけれども、どのように今後、官と民が、我々

がそういう、芸術文化協会も含めて、いろんな団

体の皆様と芸術文化のいろんな幅広い分野の中

でどのように取り組んでいくかということにつ

きましては、私は重要な課題だと思っております

ので、研究なり、ぜひ条例もどのようにしていく

かということも含めて、教育委員会側とも連携を

しながら進めていきたいと。このように考えてお

ります。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） ぜひ、そういう官民一体

となった議論の場というものをどこかで立ち上

げていただきたいということを要望したいと思

います。 

  次に、森林再生についてでございます。 

  現在、全国に広がる所有者不明土地が大きな社

会問題になっております。全国の所有者不明土地

は2016年時点で410万ヘクタール、不明率は約

20％。その面積は九州を上回ります。さらに、2040

年までに、新たに約310万ヘクタールの所有者不

明土地が発生し、合わせると720万ヘクタール。

北海道の面積に匹敵します。 

  特に、危機的状況に直面しているものが森林で

す。不明率は25.6％で、実に日本の森林の４分の

１が誰のものかわからないという実態です。この
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ことは米沢の森林も例外ではなかろうと推測し

ます。 

  不明者土地問題研究会の調査によれば、中小都

市、中山間地では、最後の登記から50年以上も経

過しているものが26.6％もあって、その大半が森

林だと。何世代にもわたって放置されるうちに、

相続人は子や孫などに広がり、ネズミ算式に膨れ

上がります。 

  今、森林の４割を占める人工林は、その半分以

上が樹齢50年を超え、伐採の時期を迎えています。

しかし、林道をつくろうにも所有者が特定できな

い事態では作業を進めることはできません。本来

は宝の山のはずが、伐採できずに放置されれば、

集中豪雨などで大きな災害を引き起こすことに

もなります。 

  森林の所有者の特定を急ぐことは、資源活用、

環境保全、災害防止の観点から極めて重要です。 

  米沢市では、森林のこのような事態に対して危

機感をお持ちなのかどうか。これをお伺いいたし

たいと思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 森林の所有者不明によってさ

まざまな弊害が生じていることは承知しており

ます。やはり、災害防止や自然環境の保護、地球

温暖化の問題、鳥獣対策、さまざまな課題が出て

おります。それらを全て、そういった森林の不明

者がいることで整備がされないこと。また、価格

が低迷して、なかなか所有者が名義変更まで至ら

ない。そういったことによって生じているという

ことで、大きな課題と認識しております。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 今、価格が低迷している

という話がございましたけれども、今、各地では

逆に、これまでは外国産の木材に押されて国内産

の木材が活用できなかったんですが、最近は、い

わゆる土地を集約して、また機械も大型化すると

いう取り組みの中で、価格が外国産に迫っている

というか、同様ぐらいの価格に持ち直していると。

そして、最近では木質バイオマスを活用するさま

ざまな発電所等がございますので、これまで以上

に、今、大きな、森林の転換期が来ていると思う

んですね。 

  ですから、この時期に所有者の特定を急ぐ作業

をする。ですから、先ほど申し上げたように、集

中豪雨などで災害が起きるというふうな危険性

が増大する、そういったことを看過するのではな

くて、急いで所有者を特定して資源活用をすると。

そして、そうすれば若い林業者をもっともっとふ

やすというようにつながりますので、地域全体の

産業や経済の活性化にもつながると思います。 

  これは一つの事例ですけれども、昭和初期に約

50人の共有地だった森林が、現在では約700人と

なって、そのうち十数名が所在不明。結果として

事業を断念したと。この課題解決のために、森林

経営管理法が来年４月１日から施行されます。適

切な伐採、造林、保育は所有者の責務と明確にし

て、それが果たせない場合には、市町村が預かり

能力のある林業経営者に委託して経営管理をす

る仕組みをつくり、所有者不明の森林は、都道府

県知事の裁定で経営管理権を設定するというも

のですね。 

  この法律が施行されれば、所有者不明というハ

ードルはかなり低くなるわけですけれども、ただ

問題もあります。この課題、この法律の運用に取

り組むべきマンパワーが自治体にあるかという

ことかと思います。 

  米沢では、この問題に対応できるだけの体制が

あるかどうかお伺いいたします。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 市町村に求められております

のは、区域内の森林の経営管理が円滑に行われる

よう、必要な措置を講ずるよう努めることという

ことが使命となっておりまして、林務についても

そのように取り計られているところではござい

ますけれども、残念ながら、森林の経営につきま

しては長期にわたってしなければならない、期間
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を要するということもありまして、専門人員を擁

していない市町村としましては、県や米沢地方森

林組合、そういったところの専門機関のお力をお

かりしながら今、整備に努めているところでござ

います。 

○島軒純一議長 髙橋英夫議員。 

○８番（髙橋英夫議員） 米沢市の森林面積は、東

京ドームに換算しますと9,000個分なんですね。

土地所有者不明の課題が解決できれば、文字どお

りの宝の山となり、若手の林業者が数多く就労す

ることが可能となります。 

  ですが、問題が解決に向かわず放置されれば、

森林が荒廃し、大きな自然災害発生の危険性が増

大することになります。 

  来年４月から施行される森林経営管理法を根拠

とした新たな森林管理システムを効果的に活用

し、米沢の森林を再生させるための林務部門の体

制強化を求めます。 

  以上で私の質問を終わります。 

○島軒純一議長 以上で８番髙橋英夫議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、水道法の一部を改正する法律案に対する

市の考えはどうか外３点、11番皆川真紀子議員。 

  〔１１番皆川真紀子議員登壇〕（拍手） 

○１１番（皆川真紀子議員） 一新会の皆川真紀子

です。どうぞよろしくお願いいたします。 

  このたびの質問項目は４つです。 

  一つ、水道法の一部を改正する法律案に対する

市の考えはどうか。 

  一つ、退職した市職員の再就職先の公表につい

て。 

  一つ、山形県人事委員会勧告に対する市の考え

について。 

  一つ、猫と人がともに幸せに暮らすための最善

策を市はどう考えるか。 

  以上の４項目となります。順を追って伺います。 

  水道法の一部を改正する法律案が衆議院で可決

され、現在、参議院で審議中です。改正の趣旨は、

「人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老

朽化、深刻化する人材不足等の水道の直面する課

題に対応し、水道の基盤強化を図るため、所要の

措置を講ずる」とあります。趣旨には誰もが賛成

するものと思います。 

  しかし、私が懸念を抱いているのは、改正の概

要の４項目め、「官民連携の推進」として、「地

方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを

維持しつつ、厚生労働大臣等の許可を受けて、水

道施設に関する公共施設等運営権を民間事業者

に設定できる仕組みを導入する」というところで

す。これは、いわゆるコンセッション方式という

ものです。 

  業務委託方式とコンセッション方式との違いは、

業務委託の場合、運営責任は自治体にあり、水道

料金は自治体に入り、自治体から委託先の民間企

業に支払われます。水道料金も議会の議決が必要

になります。 

  しかし、コンセッションの場合は、運営責任は

民間企業になり、水道料金もそのまま企業に入り、

水道料金も条例の範囲内で企業が自由に決めら

れることになります。それは、言うまでもなく、

自治体の裁量と議会の議決がより重要になるこ

とを意味しています。 

  仮に、このコンセッション方式を採用したとし

ても、水道事業の運営経験・体制を有する日本の

企業はほとんどないと言われています。 

  現実的には、現在の水道部の体制をそのままコ

ンセッション事業者が継承し、水道部の職員の
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方々が出向という形で事業が始まり、株式会社に

移行していくのではないかと言われています。 

  また、資金力と経験にまさるグローバル企業が

多くの水道事業を運営していくものと思います。 

  しかし、民間企業は採算が合う都市部に参入し

ていくはずです。厚生労働大臣も、「コンセッシ

ョン方式に効果があるのは、ある程度大きな自治

体だと思います」と委員会で答弁しています。 

  また、海外に目を向けてみると、過去、フラン

スのパリ、ドイツのベルリン、アメリカのアトラ

ンタなどでコンセッション方式が行われました

が、ことごとく失敗し、一部文献では、公営に戻

した事例は2000年から2015年で235事例に上ると

のことです。 

  しかし、法案が通ったら、コンセッション方式

にしようとしている浜松市の独自調査によりま

すと、フランスにおいて2008年から2015年の８年

間で公営に戻した件数は190件。それに対して、

コンセッション方式に移行したのは156件あった

と確認、公表されています。 

  しかし、世界的な流れはサマータイムと同じよ

うに再公営化です。 

  コンセッション方式の失敗例としてよく知られ

ているのは、1997年のマニラ、1999年のボリビア

です。いずれも水道料金が何倍にもはね上がり、

低所得者は水道の使用を禁止され、衛生上よくな

い水を飲み、病気になったり、耐えかねた住民た

ちが大規模デモを起こし、200人近い死傷者を出

す紛争に発展しました。そのため、自治体が企業

に契約解除を申し出ると、多額の違約金と賠償金

を要求されたとのことです。 

  また、水道法の一部を改正する案でも、「市町

村が経営するという原則は変わらない」としてい

ますが、フランスパリでの失敗は、自治体がコン

セッション事業者をコントロールできなくなっ

たからだと言われています。 

  こういった海外の例は極端だとしても、そう遠

くはない日本、特に都市部でも起こり得ることで

はないでしょうか。 

  また、料金やサービスの競争原理を考えたとき

に、電気は１つの送電線を複数の電力会社が利用

できますが、水は、水道管は水を流し過ぎると破

裂するおそれがあり、必然的に１社が独占する形

になります。 

  私は民営化を否定するつもりはありません。な

ぜなら、民間企業の能力は高いと思っているから

です。水道にかかわっている日本の企業はとても

優秀です。 

  しかし、企業を存続させるには、株主への配当

や利益を出さなければなりません。ですから、民

間企業の経営陣、社員は知恵を出し合い、コスト

カットに努め、業績が悪くなったら賃金カットに

も応じます。春闘で決まったことでさえ組合は白

紙に戻します。会社が倒産しては元も子もないと

思うからです。 

  競争原理の話に戻しますが、水道事業に関して

は、さきの理由で競争原理は働かないと思います。

有能な民間のノウハウで経費節減をしたとして

も、今後、水道管や施設の更新、人口減少などで、

ただでさえ水道料金の値上げが予想される中、企

業の利益も料金に上乗せされることを考えます

と、民営化のメリットは少ないように思います。 

  むしろ、営利目的ではない今の現行で最善策を

考えたほうがいいと思います。 

  人間が生きていく上で必要不可欠な水です。市

民の誰もが安全な水を飲めるようにするのは米

沢市の責務と思います。 

  そこで伺います。 

  本市の今の現状の業務委託の範囲、運営状況を

改めて教えてください。コンセッション方式につ

いての考えも教えてください。 

  次に、退職した市職員の再就職先の公表につい

てを伺います。 

  世間一般の人は、ある程度の年齢になると、「今

さら会社をやめても行くところがない」と、労働

条件が悪くなっても我慢して働いているのが現
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状です。今は、女性も３交代勤務で夜勤を強いら

れている会社も少なくないです。 

  そのような中、「公務員は定年退職しても簡単

に就職ができる」「求人票も出ていないところに

就職している」と市民は不信感を持っています。 

  平成28年に米沢市職員の退職管理に関する条例

ができましたが、その後、退職者の管理状況はど

のようになっているか伺います。 

  次に、山形県人事委員会勧告に対する市の考え

について伺います。 

  2000年に施行された地方分権一括法により、国

と地方の関係は制度上、基本的に対等になりまし

た。国から地方自治体への通達は廃止され、今、

国から来ているのは通達ではなく通知であり、こ

れはあくまでも強制力を持たない国からの技術

的助言あるいはお願いにすぎないものです。 

  当然、県とも上下関係があるわけではありませ

ん。 

  それなのに、米沢市は国、県に右倣えとなって

いるように思いますが、山形県人事委員会勧告に

対する考え方を教えてください。 

  次に、猫と人がともに幸せに暮らすための最善

策を市はどう考えるかについて伺います。 

  私自身も猫が好きで、猫を飼っています。16歳

になる雄で、名前は「にゃん太」といいます。ち

なみに「ティアラ」と名づけた犬も飼っていまし

たが、３年前、腎不全のため９歳で亡くなりまし

た。私は犬も好きです。 

  猫は、ブリーダーとの約束で去勢手術をしてい

ますが、当時やはり手術前は、健康な子猫に麻酔

をかけてメスを入れるということにためらいを

持ちました。しかし、術後も問題なく、現在も健

康そのもので、家の中でのマーキングもなく、お

互いストレスのない生活をしています。 

  当然、室内飼いですが、外の散歩は必ず家族の

誰かが付き添っています。それは、ほかの雄猫か

ら守るためです。気をつけていても、猫ですから、

ちょっとしたすきから外に出たことがあり、そう

いうときに限ってけんかになり、けがをしたこと

もあります。 

  これは私の猫に限らず、「たまたま外に出たと

きに雄猫に目をひっかかれ失明した。うちのは爪

も切っているからけんかに弱い」という知り合い

の雄猫の話もあります。雌猫の場合は、けんかの

リスクは雄よりありませんが、避妊手術をしない

で外に出した場合、望まない繁殖のリスクが高ま

ります。 

  猫は犬と違って登録制度がありませんので、統

計に基づく根拠はありませんが、雌猫を飼ってい

る方は、雄猫を飼っている方より室内飼いや避妊

手術に対して意識が高いのではないでしょうか。 

  さまざまな考え、意見はあると思いますが、猫

のけがや病気のリスクを考えたときには、完全室

内飼いがいいと思います。 

  そして、問題になるのは、かわいそうだから野

良猫に餌をやる。家の中には入れないで、外飼い

をする。去勢・避妊手術をしないで外に出す。い

ずれも殺処分と野良猫の数をふやす原因となっ

ています。 

  お隣の高畠町でも、「最近、役場に猫に関する

苦情や相談が増えてきています」として、11月の

広報に「おねがい」として載っています。 

  そこで伺います。 

  猫の苦情件数やその対応を米沢市はどうされて

いるか教えてください。 

  以上、１回目の質問になります。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

  〔宍戸義宣上下水道部長登壇〕 

○宍戸義宣上下水道部長 私からは、１番の水道法

の一部を改正する法律案に対する市の考えはど

うかについてお答えいたします。 

  最初に、本市の官民連携の現状についてお答え

いたします。 

  現在、本市では舘山浄水場の運転管理業務を初

め、その他水道施設のさまざまな維持管理業務や

水道料金収納などの窓口業務を、一般的な従来型
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の業務委託の方法によって民間事業者に委託し

ながら、官民連携によるコスト縮減を図りつつ、

効率的な事業運営を推進しております。 

  今後とも、より一層の公共サービスの質の向上、

事業運営の効率化を図るため、委託対象とする業

務の拡大や見直しに努めてまいります。 

  次に、改正案でいう官民連携を本市は進めるの

かについてお答えいたします。 

  現在、臨時国会において審議されております、

水道法の一部を改正する法律案の項目の一つに

官民連携の推進があります。ここでいう官民連携

の推進とは、地方公共団体がＰＦＩ法に基づく議

会承認などの手続を経るとともに、水道法に基づ

き厚生労働大臣の許可を受けて、水道事業者とし

ての位置づけを維持しつつ、水道施設に関する運

営権を民間事業者に設定できる方式を創設する

ものであります。具体的には、コンセッション方

式を導入しやすくすることにあります。 

  コンセッション方式は、施設の所有権を地方公

共団体が所有したまま利用料金の徴収を行う公

共施設の運営権を民間事業者に与える方式であ

り、多様な官民連携の選択肢をさらに広げるとい

う観点から創設されるものであります。 

  本市のコンセッション方式の導入の考えであり

ますが、水道水の供給は市民の生活や経済活動を

支える重要なライフラインであり、安心・安全な

水道水の供給や災害時における応急体制などを

考えますと、公営を維持すべきものと考えており

ますので、現在のところコンセッション方式導入

の考えはございません。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、初めに２の退職し

た市職員の再就職先の公表についてお答えいた

します。 

  まず、本市では平成19年１月に制定しました「米

沢市職員の再就職に関する申し合わせ事項」の定

めに従いまして、退職する、または退職した職員

に対して再就職先のあっせんは行っていないと

ころでございます。 

  平成28年４月１日から施行されました改正後の

地方公務員法におきましては、地方公務員の退職

管理の適正を確保するため、営利企業等に再就職

した元職員による働きかけを抑制する、退職管理

に関する規定が設けられました。 

  これに伴い、本市では米沢市職員の退職管理に

関する条例及び規則を制定し、平成28年度から退

職管理の適正を確保するための措置として、退職

時に課長級以上の職にあった者が、退職後２年間

において営利企業等に就職した場合、退職時の任

命権者に再就職の届け出を義務づけており、この

要件に合致し、届け出がなされた者については把

握しております。 

  そのようなことから、退職した職員の再就職に

ついて全てを把握しているものではございませ

ん。 

  次に、３の山形県人事委員会勧告に対する市の

考えについてお答えいたします。 

  給与決定の原則は、地方公務員法に明確に規定

されており、職務給の原則、均衡の原則、条例主

義の３原則があります。 

  中でも、均衡の原則は、地方公務員法第24条第

２項に「職員の給与は、生計費並びに国及び他の

地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の

給与その他の事情を考慮して定められなければ

ならない」と規定されており、この均衡の原則に

基づき、地方公務員の給与は国や県に準ずること

が基本とされております。 

  給与の勧告制度は、公務員の労働基本権の制約

の代替措置として設置されたものであり、公務員

の給与決定の根幹をなすものであります。 

  加えて、国は、地方公共団体における職員の給

与改定を行うに当たっては、県人事委員会の給与

に関する勧告及び報告を踏まえつつ、適切に対処

するよう総務副大臣通知を発しております。 
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  県の人事委員会は、人事院と共同して県内民間

事業所の給与実態調査を実施し、その結果に基づ

き勧告しているところであり、地域における民間

企業の給与を反映したものとなっております。 

  このようなことから、本市はこの勧告制度を尊

重すべきものと考えており、県の人事委員会の勧

告に準じ、給与改定を行うことにしております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、４の猫と人が

ともに幸せに暮らすための最善策を市はどう考

えるかの御質問についてお答えします。 

  猫に関する苦情件数とその対応についてであり

ますが、本市に寄せられました猫に関する苦情の

件数の推移を見ますと、平成27年度が13件、平成

28年度が４件、平成29年度が２件、平成30年度は

現時点で１件となっております。 

  その内容は、野良猫への無責任な餌やりで無秩

序な繁殖、猫によるふん尿・悪臭被害、放し飼い

による鳴き声の苦情のほか、猫にかかわる住民ト

ラブルなどさまざまであります。 

  こうした苦情に対する対応につきましては、ま

ず市と保健所が連携を図りまして、苦情発生区域

を訪問し、近隣にお住まいの方々から苦情内容の

聞き取りを行います。聞き取りの結果、飼い主が

特定できる場合は飼い主宅を訪問しまして、市と

保健所で直接指導しております。 

  飼い主が不明の場合につきましては、苦情発生

区域に啓発チラシを配布するなどの対応を行っ

ております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 再質問をさせていた

だきます。 

  水道に関してですが、今後の水道料金に関して

伺います。 

  福岡県のある町では、2015年時点で月4,370円が、

2040年には２万2,239円と試算され、公表されて

います。これは「人口減少時代の水道料金はどう

なるのか？」という資料の一部に載っています。 

  実際、水道料金は年々上がり続け、日本水道協

会によると、料金値上げに踏み切った自治体は、

この１年で47自治体だそうです。 

  データによると、2040年までに料金値上げが必

要な自治体は全体の90％、そして、それらのうち

４割は30％以上の値上げが必要だそうです。 

  米沢市はどのようなシミュレーションを行って

いるのか教えてください。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

○宍戸義宣上下水道部長 今後の料金の推移関係に

ついての御質問でありますが、現在、本市水道事

業については、効率的な事業運営の努力の積み重

ねにより、良好な経営状況にあります。 

  しかし、将来は人口減少による料金の落ち込み、

施設の老朽化で経営環境が厳しさを増していく

ものと思っております。 

  しかしながら、料金値上げとならないよう、よ

り一層の効率的な事業運営に努めていかなけれ

ばならないものと思っております。 

  老朽化とか人口減少関係についての40年後まで

のシミュレーションはしながらやっております

が、数値的な部分についてはあくまでも内部的な

把握ということでしておりますので、具体的には

この場では控えさせていただきます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 通告しているので、

シミュレーションをしているということだった

ので、具体的な料金はなぜ教えていただけないん

でしょうか。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

○宍戸義宣上下水道部長 通告いただいていますが、

あくまでも内部的なシミュレーションというこ

とでありますので、お答えについては控えさせて

いただきたいと思います。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 
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○１１番（皆川真紀子議員） 何か変ですけれども、

わかりました。 

  行政は情報の公開が原則なのではないでしょう

かね。基本公開が原則ですよね。その秘密主義な

ところ、これから次の質問にも移っていきますけ

れども、そこが米沢市はおかしいと思うんですが、

内部的な検討って。そこをちょっと教えていただ

きたいんですけれども。通告しています。 

○島軒純一議長 部長、ここで言えないという、内

部的だと言いながらも、その言えない理由をもう

少し具体的にポイントを言わないと伝わらない

と思いますよ。 

  宍戸上下水道部長。 

○宍戸義宣上下水道部長 失礼いたしました。 

  施設をどれだけ現在保有しているのか、今後ど

ういう時期に、どういう施設更新が必要なのか、

アセットマネジメントをしながら、将来のそれら

の更新需要関係についてどれだけ必要なのかと

いうことを、現在保有している施設をそのまま維

持する場合ということを仮定しております。 

  ただ将来、50年後には人口が３分の２までに減

るというようなこともありまして、そういった施

設をどういった維持、更新、そういったものにし

ているかというところまでの計画がまだ、それに

伴っての料金のシミュレーションというものは

しておりませんので、現在のそういった、そのま

まの施設、相当な施設の量になります。それをそ

のまま更新していった場合の料金が幾らになる

かということは、これは甚だ将来の見通しについ

て、現在お知らせした場合については、さまざま

な混乱を来すものというように考えております

ので。 

  あくまでも内部関係については把握しておると

ころでありますが、さまざま将来のそういった施

設の維持関係とか、さまざまな更新の計画を正確

につかんだ上で、料金は将来どうであるのかとい

う部分について、できるだけそういった正確なも

のをお知らせしたいと考えておりますので、本日

はちょっとお知らせできないということであり

ます。 

○島軒純一議長 積み上げた数字の根拠が相当、要

するに公表できるようなものではないと思いま

したが、どうですか。 

  皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 今後、水道料金が上

がらないように努力をしていくからわからない

んだというふうに私は捉えましたので、よろしく

お願いします。 

  去年６月に閣議決定された内容に、「水道法の

一部を改正する法律案の成立後、改正後の水道法

に基づき、省令等に委任されているものや、民間

企業が水道事業の運営に関わることを前提にし

た料金原価の算定方法等に関する事項について、

関連する地方公共団体や民間企業、専門家の意見

等を踏まえながら、必要な措置を講ずる」とあり

ます。 

  これは私のあくまでも個人的な推測ですが、料

金原価の算定方法をコンセッション事業者に委

ねるような内容になっていくと思います。仮定、

推定ではありますけれども、私は、このところは

非常に危険なものだと思っています。 

  部長の答弁もありましたが、市長にも伺います

が、市長はコンセッション方式をどういうふうに

認識されていますでしょうか。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 今、仮定の話には私はお答えでき

ませんけれども、ただコンセッション方式という

のは、やっぱり市民の一番重要な生命の維持とか、

そういったもの、水の大切さは重々承知しておる

ところであります。 

  ですから今、仮定の話もあったわけですけれど

も、そういったものがしっかりと、国がどういう

ふうな定めをしていくかと、そういったものを見

定めないと、水道事業は、やっぱり私は、先ほど

議員も述べられたように、民間に委託するという

ことは決して、やれるものはやるべきだと思って
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おりますけれども、しかしながら公共として守っ

ていくものはやっぱり守っていかなければなら

ない。それが、市民の安全・安心の生活を守って

いくという視点からは重要なことだと思ってお

りますので、現段階において、コンセッション方

式については導入すべきだというような考えは

持ちあわせてはおりません。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） ありがとうございま

す。 

  次に、退職した職員の再就職先の公表について

伺います。 

  聞き取りの際を含めて、この本会議の前に、退

職管理に関する条例に基づいてデータ収集して

いる分を公開してくださいと言いましたら、返答

が、個人情報のために公開できないと。公開する

ためのデータを収集しているわけではないとい

うことでしたけれども、平成15年に施行された個

人情報の保護に関する法律は、そもそも自治体は

対象外で、それで米沢市個人情報保護条例をつく

ったのだと思いますが、その条例の何を根拠に公

開できないとなっているのでしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 まず、届け出た内容につきま

しては、特定の個人を識別できる、いわゆる個人

情報に該当することは間違いございません。 

  それから考えますと、個人情報保護の法令上は

開示できないものでございます。 

  その情報公開による公開と公表は別でございま

す。多分、議員おっしゃるのは、情報公開制度に

基づく公開だと思いますので、その公開に当たっ

ては、もちろん個人情報保護条例に抵触する場合

は開示できません。 

  開示できますのは、公益上の理由による裁量的

な開示ということがございまして、公益上、特に

必要があると認める場合には開示が可能でござ

いますが、この場合、職員の再就職先の情報とい

うものが公益に該当するかどうかと考えたとき

に、現時点では、まずは個人情報保護条例等の法

令が求める、いわゆる個人の権利、利益を保護す

る公益のほうがより高いという判断のもとに開

示できないものと考えたところでございます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 個人情報のために開

示できないということだったから、情報公開請求

をしたら開示できるのですかという話が伝わっ

ていると思うので、その情報公開のほうになった

と思うんですけれども、個人情報保護法で公表で

きないという根拠はどこになるんでしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 まず、個人情報保護条例、法

令につきまして、個人情報、個人を特定できる情

報はその法令等に抵触しますので、基本的には開

示できないものでございます。 

  今回の場合ですと、情報公開条例の中に、公開

できるものとできないものと規定しております

ので、その中に、個人情報保護に抵触するものに

つきましては開示できないと定めがございます

ので、そういった観点で開示できないと御回答申

し上げたところでございます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 恐らくこの第10条の

「利用及び提供の制限」で、制限を根拠に公表で

きないと言っているのだと思いますけれども、こ

の条例は例外規定があって、「法令等の規定に基

づくとき」、これが公表できるということになっ

ているんです。 

  ですから、条例をつくれば公開できると思いま

すし、もしくは条例をつくる根拠にもなるわけで

すから。ちょっとほかの自治体は言いたくないん

ですけれども、埼玉、仙台市、奈良市、ほかの自

治体でも条例をつくって公表しています。条例を

つくって公表すればいいのではないでしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 今の御質問につきましては、

恐らく地方公務員法改正に伴う再就職先の公表
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についてだと思いますけれども、そのような前提

でよろしいかですが、その場合ですと、今回の法

律改正の趣旨は、国家公務員法の退職管理に関す

る規定の趣旨、それから地方公務員の職員の退職

後の就職状況を勘案しまして、退職管理の適正を

確保するために必要な措置を講じなさいという

規定が盛り込まれました。 

  この規定を踏まえまして、県内で言えば、山形

市、酒田市、鶴岡市では再就職状況の公表を実施

しております。本市では、現時点では公表してお

りませんが、今後、公表については検討が必要と

考えております。 

  ただし、その検討に当たりましては、公表する

ことが退職管理の適正確保のために必要かどう

か。それから、公表によって得られる公務の公正

及び市民の信頼といった公益性と、その者の保護

すべき個人情報のバランスを十分に考慮する必

要があると考えているところでございます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 最初に部長が答弁さ

れているものと、私の認識がまず違うんですけれ

ども、私の認識の上で進めさせていただきますが、

第10条の８項に、今の公益ですが、公益上、特に

必要なときは公開できるとあります。部長は、公

益ではないということで判断しているとおっし

ゃっていますけれども、福祉法人にある日突然、

市の幹部が事務局長で来るんですよ。第三セクタ

ーに職員ＯＢがかわるがわる入るんですよ。誰か

がやめると誰かが入ってくる。それで、給料の原

資は税金ですよ。 

  それで、求人票も出ていないところに内々でそ

うやって決まっていく。不当に優遇されているの

ではないか。市職員の特権ではないか。市民の多

くが不信に思うところです。 

  こういった市民の不信を取り除くための公表。

透明性を確保する。これは公益に当たらないので

しょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 今、たまたま具体的なお示し

がございましたのでお答えいたしますが、平成19

年１月に制定しました申し合わせ事項の中にお

きましては、市からのあっせんは行っていません

けれども、さまざまな関係団体から情報提供があ

れば、本人の承諾をもとに情報提供をさせていた

だいております。 

  長年、公務員として培ってきた経験、知識など

をやはり退職後も活用していただく、そういった

部分についても大変有意義なことではないかと

いうことで、当時のその検討委員会からの御提言

もございました。 

  そのような観点から、あっせんは行っていない

ものの、関係団体等から、民間も含めてでござい

ますけれども、照会があれば、こちらから退職者

についての情報提供をしておりまして、その後は、

その相手方とのお話し合いにより、こういった形

になっているところでございますので、そのよう

に御理解いただきたいと思います。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 市があっせんをして

いないとか、介入していないとか、その話をして

いるのではなくて、むしろそこは関係ありません。

市職員だから優遇されているのではないか。こう

いった市民の不信感を取り除くことが公益では

ないのかと言っているんです。市はどう考えます

か、この公益を。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 その再就職の公益と、その情

報公開上の公益はまた別問題と考えております。

あくまで情報公開条例に関しては、個人情報保護

の部分について抵触するものであれば開示でき

ないと考えているところでございます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） ですから、個人情報

保護条例で例外規定が認められています。当然、

個人情報は本人以外には公開してはいけません。

ですが、例外規定で公開できると米沢市の条例に
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あるんです。それは、公益の場合は公開できると

あるんです。 

  ですから、今も何回も言っていますように、市

民から信頼を得るためには情報公開して、透明化

を高めることが必要なのではないですかと聞い

ているんです。 

  では、市の公益とは何なんでしょうかね。この

条例にある公益というものはどういうことでし

ょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 御質問の公益というものは、

非常に幅広いものがあると考えております。 

  繰り返しになりますが、今回の案件につきまし

ては、あくまで個人情報保護の観点からやはり開

示できないものと考えたところでございまして、

ただ一方では、地方公務員法の改正がございまし

たから、それに伴う公表については検討させてい

ただくと御答弁したところでございますので、今

後の検討課題とさせていただきたいと思います。 

○島軒純一議長 部長、信頼を得るという公共性と

いうふうに議員は言っているので、その部分に答

えないと堂々めぐりになる。だから……。私がこ

れ以上言っても……。 

  後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 失礼しました。 

  先ほども申し上げたとおり、今後、公表につい

て検討したいと考えております。 

  ただし、その公益性というものは、公表によっ

て得られる公務の公正及び市民の信頼といった

ものになりますので、その辺のところをどのよう

に考えるかにつきまして、今後さらに検討したい

と考えております。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） では、審査会に諮っ

てみてはどうでしょうか。審査会条例第２条「重

要な事項について審議」するとありますから。そ

こで、公益はないという判断なら。イエスマンだ

けの審査会は要りません。これはいいです。検討

していただくということだったので、前向きに検

討していただきたいと思います。 

  次に、人事委員会の件について伺いますが、答

弁にもあった地方公務員法というのはわかりま

す。その地方公務員法では、「職員の給与は、生

計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並び

に民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮

して定められなければならない」とあり、この最

後の「その他の事情」を市はどう解釈しているん

でしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 基本的には、この条文のとお

りでございますが、壇上で申し上げましたけれど

も、その他の事情も考慮した上での県人事委員会

勧告になったと考えております。 

○島軒純一議長 「その他の事情」をどう……、例

を挙げられればだけれども、もう少しお答えいた

だかないと。 

  後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 失礼しました。 

  やはり財政状況なり、市、自治体の事情がござ

いますので、そういったものを考えて定めるもの

と考えております。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） ですよね。財政状況

を考えるということですよね。各自治体は、その

勧告に基づく地域の事情を十分に考慮した適正

な給与制度。そもそも人事委員会は米沢市の財政

は考慮していないんです。地域の経済事情も調べ

るとありますが、調べていらっしゃるんでしょう

か、米沢市の状況を。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 本市には人事委員会がござい

ませんので、本市独自には調査はしておりません。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） では、地方公務員法

を遵守していないのではないでしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 
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○後藤利明総務部長 その担う役割が人勧であり、

県の人事委員会だと考えております。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） では、人事委員会に

丸投げということですか。米沢市は、米沢市の事

情、状況を調べも考えもしないで、県の人事委員

会に丸投げということですか。米沢市としては、

一切考えないということですか、米沢市の状況

を。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 まず、財政状況につきまして

は、一時の危機的な状況を脱したところでござい

まして、まずその計画のとおり本年３月をもって、

職員の給与の削減は打ち切ったところでござい

ます。 

  それから、繰り返しになりますけれども、地方

公務員の給与決定につきましては、根本基準とし

て、地公法第24条の２項で、先ほど申し上げまし

たけれども、全ての地方自治体については、この

規定の遵守義務はございます。この規定を遵守す

るための方法としまして勧告制度があるものと

考えております。 

  まず、一般の企業が利益により賃金が改定され

るのと違いまして、地方自治体におきましては、

公務の目的である公共の福祉の増進は金銭によ

ってあらわせないことから、公務員の給与につい

ては利益以外の基準で改定せざるを得ないとこ

ろでございます。 

  では、利益以外の基準とはどういう方法になる

かでございますけれども、地方公務員法のもとで

は、民間企業の賃金ですとか、ほかの公務員との

比較によって給与を定める方法がとられており

ます。この方法につきましては、民間やほかの公

務員と比べて同水準の給与を支給しないと人材

の確保が困難になること。また一方では、公務員

給与は世間一般の給与水準を超えるようなこと

があれば住民の理解が得られないという２つの

考え方からとられたものでございます。 

  このような考え方から、人事院が国家公務員の

給与勧告を行うに当たって用いている手法が地

方自治体でも一般的に用いられてきたところで

ございます。 

  加えて現在では、県人事委員会においては、地

域の民間給与をより的確に反映させる観点から、

公民格差のより一層正確な算定、公民比較の勧告

への適切な反映などの取り組みが求められてお

り、そのように取り組んでいるところでございま

す。 

  このように、地域の実情を反映した人事委員会

勧告に準じた給与制度とすることで法を遵守で

きるものと考えております。 

  以上のことから、法の遵守、それから均衡の原

則の観点から、本市におきましては県の人勧制度

にのっとっているものでございます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 繰り返しになります

が、法の遵守と言いますが、地方公務員の給与制

度についてに関しての地方公務員法では、給与そ

の他の事情を考慮して定めなければならない。各

自治体は、その勧告に基づく地域の実情を十分に

考慮した適正な給与制度を構築しなければなら

ないとあります。 

  山形県の人事委員会勧告は、米沢市の個別の状

況は入っていません。ですから、米沢市は独自に

ちゃんと地域事情を考慮して、ちゃんと実態を調

査して、米沢市でちゃんと考えていただきたい。

そのために条例もいろいろつくっているわけで

すから。形だけではなくて、法遵守と言うのであ

れば、法令をきちっと遵守していただきたいと思

います。 

  次に、猫のことで伺います。 

  県のホームページで公開されていますが、猫の

殺処分の数は、平成29年で260匹でした。県内４

つの保健所の合計でしか把握していないとのこ

とで、米沢市だけの数字はわかりませんが、平成

20年には2,472でしたので、ボランティアの方、
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さまざまな取り組みの成果で減少したのだと思

います。 

  今の数字は、殺処分の数字で、保健所の担当者

から伺ったところ、交通事故に遭って死亡した猫、

外や家の敷地内で死んだ猫の回収の数は3,000匹

で、この10年間横ばいだそうです。 

  殺処分された260匹のほとんどは、生まれたばか

りの子猫だそうです。 

  原因と結果で言えば、原因は去勢・避妊手術を

していないから望まない繁殖が起きて、そして保

健所に持ってきて殺処分になると。 

  その原因を解決するには、完全室内飼いか、去

勢・避妊手術をすることだと思いますが、宇部市

では市独自の助成制度をつくっています。米沢市

でも、去勢・避妊手術の助成制度をつくってみて

はいかがかと思いますが、どうでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 現在、本市では猫の去

勢・不妊手術に対する助成制度は実施しておりま

せん。 

  ただ、29年度と30年度でありますが、米沢市協

働提案制度補助金を活用した団体の取り組みに

なりますけれども、その中で、飼い主のいない猫

を捕獲し、動物病院で不妊・去勢手術を行って、

数年かけて区域内の個体数を減らしていくとい

う、それによって駆除や保健所への持ち込み数を

低減させる事業を実施しているところもござい

ます。 

  それから、公益社団法人の山形県獣医師会では、

30年度、雌猫の不妊手術費補助事業を実施してお

りまして、費用の一部を助成しているという事業

がございます。 

  それから、公益財団法人日本動物愛護協会でも、

飼い主のいない猫の不妊・去勢手術の費用の一部

助成を実施しておりますので、こういった飼い主

のいない猫について、あるいは飼い主がいる場合

についても、こういった制度等がございますので、

これらの情報提供をふだん、そういった問い合わ

せがあったときにはしているという状況でござ

います。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） これまでも、最初の

答弁にもありましたけれども、保健所と連携して、

直接伺って苦情の処理をしたり、いろいろ取り組

みをされていると思いますが、殺処分の数は減っ

てはいるけれどもゼロにはできない。猫といえど

も命ですから、やっぱり殺すというのは本当にか

わいそうなことだと思っています。 

  根本的な解決は、市民の意識。望まない繁殖を

させている市民に義務を課すしかないと私は思

います。動物の愛護及び管理に関する法律の中で

も、動物の所有者または占有者の責務等、第７条

において、「動物の健康及び安全を保持するよう

に努める」とあります。 

  犬及び猫の繁殖制限、第37条でも、「繁殖を防

止するため、生殖を不能にする手術その他の措置

をするように努めなければならない」とあります。 

  置賜保健所主催の保護猫の譲渡会でも、譲渡を

受ける方は契約書にサインが必要で、その誓約書

には、「猫については室内飼いとし、迷子札等の

所有者明示措置及び不妊・去勢手術を受けさせま

す」と文言が入っています。守れない人には絶対

に譲渡しないと保健所も言っています。 

  それで、条例をつくって、仮に条例で市民に義

務を課しても、条例の根拠にもなるし、矛盾もし

ないと思います。ですが、条例より実際の取り組

みが大事なことは言うまでもないんですけれど

も、助成制度をする気がない。努力程度としたら、

罰則もありの条例で市民に義務を課す必要もあ

るのではないでしょうか。 

  条例の目的は、とにかく殺処分ゼロ、あと交通

事故死や外で死んでいく猫をゼロにするための

原因をただすためにつくっていただきたいと思

っているんですが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 今、議員もお話しになり
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ましたとおり、法律の中で繁殖制限、特に「家庭

動物等の飼養及び保管に関する基準」の中で記載

がございます。そして、「ねこの飼養及び保管に

関する基準」において、「屋内飼養によらない場

合にあっては、原則として、去勢手術、不妊手術

等繁殖制限の措置を講じること」というような規

定もございます。 

  そういった各種の法令等が整備されているとい

う状況がございますので、本市としては新たな条

例の整備を行うというのではなく、関係機関、関

係団体と連携して啓発活動に努めていきたいと。

それで、市民一人一人の猫の適正飼養についての

理解を深めて、いろんな、さまざまな問題解決に

つなげていきたいと考えているところでござい

ます。 

○島軒純一議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） きょうの、ずっと何

回も、その前からも言っていますけれども、米沢

市は米沢市の実情を考慮して、米沢市の条例をつ

くっていただきたい。米沢市のことを考えて、米

沢市の条例を、市民に責任を課すということも必

要ですし、米沢市として考えていただきたいんで

す。国の法律とも矛盾しませんし、私はぜひ検討

していただきたいと要望して、私の一般質問を終

わります。 

○島軒純一議長 以上で11番皆川真紀子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、中川市長の２期目に向けた意思表明は外

４点、５番佐藤弘司議員。 

  〔５番佐藤弘司議員登壇〕（拍手） 

○５番（佐藤弘司議員） 公明クラブの佐藤弘司で

ございます。 

  質問に入る前に、平成時代を若干振り返った後、

質問に入りたいと思います。 

  あとわずかで平成の時代が幕を閉じようとして

います。この30年間、振り返ったとき、一言で言

えば、災害に見舞われた平成の時代ではなかった

かと思います。平成６年の阪神・淡路大震災、23

年の東日本大震災、近年も御嶽山の噴火など甚大

な災害が相次ぎました。 

  ことしも、大阪北部地震や西日本豪雨、北海道

胆振東部地震など、まさに災害列島の様相を呈し

ております。 

  「これまで経験したことのない」とか、「命に

危険が及ぶ暑さ」「迷わずに避難してください」

など、現在我が国は相当深刻な状況にあると感じ

ております。 

  ６月定例会でも申し上げましたが、昔は使って

いなかった土地が大きな被害に遭っています。危

険な地域にまちを広げた結果、そこが被害に遭っ

てしまった。これからは人口が減ってまいります

ので、安全な土地にまちを集約する必要があると

思います。 

  防災連携の専門家は、防災対策における自助、

共助、公助の割合は７対２対１が基本であると言

っておりますが、議員の立場で、公助の割合は１

とは言いにくいところですが、行政の対策には限

界があることも理解してもらわなくてはなりま

せん。 

  米沢市を例に挙げた場合、消防士は942人に１人

しかおりませんし、救急車は２万256人に１台し

かありません。だから自助が基本だということで

もあります。 

  しかしながら、さきに述べたように、災害対策

というものは社会のありようを変えなければな

りません。だからこそ、防災、減災、復興を政治

の主流に、そして防災教育を含め社会の主流にし
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なければならないと強く感じているところであ

ります。 

  質問に入ります。 

  初めに、中川市長にお尋ねいたしますが、来年

は12年に一度めぐってくる統一地方選挙と参議

院議員選挙が重なる選挙一色の年です。県議会議

員選挙を皮切りに、私ども市議会議員も改選を迎

えます。そして、夏の参議院議員選挙、年末には

市長選挙が行われます。 

  そこで伺います。 

  来年12月21日に中川市長は任期満了を迎えます

が、中川市長の２期目に対する態度を明らかに示

していただきたいと思います。 

  中川市長は、就任後の28年３月定例会において、

市長の任期を２期８年とする条例を制定いたし

ました。私は、２期８年は務めるとの決意のあら

われなのかなと勝手に思ったりしたところです

が、条例制定の意図も含め、お伺いいたします。 

  次は、読書離れ対策について質問をいたします。 

  ＳＮＳ等、通信技術の普及も影響してか、若者

の文字・活字離れや読書離れが課題になっていま

す。文章の読解力や表現力などの低下も指摘され

ています。 

  このような実態に歯どめをかけるべく、2005年

に文字・活字文化振興法が施行され、秋の読書週

間の初日である10月27日が文字・活字文化の日と

定められました。 

  文部科学省が平成28年度に委託した調査結果に

よると、１カ月間に１冊の本も読んでいない子供

の割合は、小学５年生が８％、中学２年生は

18.9％、高校２年生に至っては35.7％でした。さ

らに、大学生を対象にした調査によると、１日の

読書時間が０分だったのが何と過半数の53.1％。

以上のように、小学生から大学生へ年齢が上がる

につれて、読書離れの傾向があります。 

  読書活動は、知識や情報が得られるだけでなく、

想像力や空想力を養い、感性を豊かにする。これ

らは、新しいものや価値を生み出す源になります。

文字、活字には映像と違った力があります。 

  読書活動を充実させることは、単に読む本の冊

数をふやすことだけではなく、読書の質を高める

ことが必要です。 

  そのためには、学校教育において読書の機会を

ふやし、読書に興味、関心を持たせる指導が欠か

せません。米沢市の現状をお尋ねいたします。 

  次に、防犯カメラについてであります。 

  警察庁によると、刑法犯認知件数は減少傾向に

あります。ピークだった2002年の約285万件に比

べ、昨年は約91万件と３分の１程度になっていま

す。特に、車上狙いや空き巣、ひったくりなどが

激減。その要因の一つに、防犯カメラの設置台数

の増加を挙げています。犯罪抑止効果だけではな

く、防犯カメラは映像の記録を通じ、発生した事

件、事故の解決に大きな役割を果たしています。 

  最近の事例でも、犯行現場付近の防犯カメラの

映像が容疑者割り出しの材料になった。今や防犯

カメラは地域住民を犯罪や事故から守るツール

に定着したと言えます。 

  本市の公共施設の設置状況を伺います。 

  さらに、近年注目されているのがドライブレコ

ーダーです。事件・事故・災害発生時にたまたま

通り合わせた車の映像がニュースに流れるなど

多くなったところでありますが、あおり運転や悪

質ドライバー対策として、事故の抑制や運転者の

注意喚起、さらには「動く防犯カメラ」として犯

罪防止に大きく貢献するものと考えます。 

  また、市民の安心・安全にも貢献できるとの観

点から伺いますが、現状、市所有車の何割にドラ

イブレコーダーが配置されているのかお答えく

ださい。また、近い将来、全車に設置すべきと思

いますが、あわせてお考えをお伺いいたします。 

  次の質問は、食品ロス削減についてであります。 

  日本の食料自給率は約４割にとどまる一方で、

食べられるのに捨てられる食品ロスは年間約642

万トンと推計されており、その削減が喫緊の重要

課題であります。 
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  食品ロスは、家庭やスーパー、ホテルやレスト

ラン、外食産業などあらゆるところで見受けられ

ます。 

  そこで、本市においても、まずは教育施設にお

ける学校給食や食育、環境教育などを通して、食

品ロス削減のための啓発を進めるべきと考えま

すが、いかがでしょうか。 

  役所の窓口業務について伺います。５番目の質

問です。 

  家族を亡くした後の役所での手続は実に煩雑で

す。個々の状況によって違いますが、多い場合は

相当数の窓口を回らなければなりません。 

  こうした手続を一括して手助けする窓口の開設

が全国で広がっております。その先達は、大分県

の別府市、2016年５月に「おくやみコーナー」を

スタート。さらに、ことしに入り、三重県の松阪

市、愛媛県松山市、兵庫県の三田市、神奈川県大

和市の各市が同様の窓口を開設いたしました。 

  別府市の事例を紹介しますと、まずは「お客様

シート」に死亡者の氏名や生年月日などを書き込

んでもらい、職員がデータを入力すると、必要な

手続が導き出され、関係書類が一括して作成され

る。遺族は、どの課でどんな手続をするのかを記

した一覧表をもとに説明を受け、窓口へ行きます。

死亡者の情報を伝えられた各窓口では事前に準

備をしておくという流れであります。これによっ

て、必要な時間は３割から５割短くなったのでは

と担当者は語っているということでありました。 

  米沢市では、本年10月末の人口が８万1,000人。

毎年約1,100人の御不幸がありますので、１日平

均五、六件の手続があることになります。 

  この事例は、大がかりなシステム改修もなく、

自前での書式作成と関係部署への徹底によって

運用しています。市民の負担軽減への熱意と知恵

が行政改革の源であることを改めて思い知らさ

れる例であります。 

  当市も速やかに実行すべきと思いますが、御答

弁をお願いいたします。 

  以上、壇上よりの質問を終わります。 

○島軒純一議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 佐藤弘司議員の御質問にお答えい

たします。 

  まず、２期目への出馬の表明でありますけれど

も、結論から申し上げますと、２期目に向けて出

馬をいたします。 

  その中で、御質問にもありました、私の任期を

２期８年と条例化したのはという御質問がござ

いました。 

  就任する前から、米沢市は大きな課題を抱えて

おりました。１つは、財政の健全化であり、また

もう一つは、市立病院の改築でありました。そし

て、小中学校の統廃合も計画が進められておりま

した。また、この市庁舎の耐震化をどうしていく

のか。こういった課題もあったわけです。 

  同時に、私が「米沢創生」というスローガンの

もとに、市民の皆様にお約束をしてきた公約につ

いて、どのように実現をしていくかということが

あったわけでありますけれども、こういった大き

な課題と、そして市民にお約束をした公約実現の

ためには、１期４年では非常に厳しい期間でしか

ないというようなことで、２期８年の中でしっか

りとこれに取り組んでまいりたいと。そういう決

意のもとに、２期８年の条例化をさせていただい

たところであります。 

  また、逆に言いますと、２期８年でその答えを

見出すことができなかったら、市長の職としての

責任を問われるわけでありますから、果たしてそ

の職につくということについてはどうなのかと

いうことで、自分自身を奮い立たせながら全力で

取り組んでいかなければならないという決意を

もって、条例化をさせていただいたところであり

ます。 

  そして、就任前の、先ほど申し上げました、い

ろんな大きな課題があったわけですけれども、就

任してすぐに問題になってきたことは、市立病院
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からの精神科の廃止であります。これに当面、全

力を挙げてまいりました。おかげさまで、米沢こ

ころの病院として開設をさせていただくことが

できて、これは一つの大きな成果として、ほっと

しておるところであります。 

  そして、先ほど申し上げました、大きな課題の

中で、一番最初に手をつけたのが、市庁舎の改築

であります。これは、耐震問題を受けて、何とか

やっぱり、これは市民の安全・安心、職員の安全・

安心でもありますけれども、やっぱりこれからの

地域の発展のための司令塔となる市役所を安心

して働ける職場にしていかなければならない。そ

ういった思いがあって、国の支援もあって、決断

をさせていただきました。 

  そして、市立病院の改築でありますけれども、

人口減少、少子高齢化が進んでいく中で、地域医

療をどのように守っていくかと。この視点は、こ

れからの米沢あるいは周辺の医療を守っていく

上では大きな課題となっておりました。 

  そういった中で、医師の確保も含めて、やっぱ

りこれは医療経営の問題もありましたので、しっ

かりと医療連携を進めながら取り組んでいかな

ければならないということで、今日まで進めさせ

ていただいてきたと。その裏には、しっかりと医

師の確保もどうやっていくかというようなこと

で、この医療連携の検討委員会には山大医学部に

も御指導いただきながら取り組んできたという

ことでありますけれども、いよいよこれからが本

番であります。しっかりと取り組んでいかなけれ

ばならないと、このように考えておるところであ

ります。 

  そして、小中学校の統廃合につきましては、適

正規模・適正配置として、新たに、これからの少

子化に立ち向かう、本市の子供たちの教育という

ものについてしっかりと取り組んでいかなけれ

ばならないと。 

  そして、当面でありますけれども、南原中学校

の生徒の減少によって、地域からも、早目の対応

をという御要望をいただいてまいりました。その

要望に対して、地区の皆様方といろいろお話し合

いをしながら、来年度の４月１日から南原中学校

は二中に前倒しをして統合するという方向を出

させていただいたわけでありますけれども、いよ

いよこれから、ほかの小中学校の適正規模・適正

配置については、これから地域の皆様の御理解を

いただきながら、どう進めていくかということが

大きな課題になってくるわけでありますので、し

っかりとこの件についても取り組んでいかなけ

ればならないと決意をしておるところでありま

す。 

  こうした大きな問題を抱えて、財政の健全化で

ありますけれども、一方でしっかりと健全化を進

めながら、もう一方で重要な課題は、この財政健

全化を進めていく上で一番重要なことは、私は、

市税をどうやってふやしていくかと、このことが

一番重要な課題であると思っております。これは

とりもなおさず、米沢市の経済をどのように発展

させていくかということにつながってまいりま

す。この経済の発展には、産業の振興があるわけ

でありますけれども、この産業の振興というもの

は、一つはそういった財政、市税をどのようにア

ップしていくかということと同時に、若者をどの

ようにこの米沢に定着させていくかという大き

な課題にもつながってまいります。 

  そういった中において、企業誘致も進めさせて

いただきましたし、またこれからいよいよ付加価

値の高いものづくり、山大工学部と市内企業が連

携した付加価値の高いものづくり、それによって

地域経済を押し上げていくというようなことも

含めて、これにつきましても責任を持って取り組

んでいかなければならないと、このように考えて

おるところであります。 

  そして、何よりも米沢市の主役は市民でありま

すので、市民の皆さんが健康で明るく元気にこの

米沢で生活できる環境づくりというものを考え

ていかなければならないということで、「健康長
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寿日本一」という方向性を目指しながら、そうい

ったこれからの米沢づくりをしていかなければ

ならないというような思いで、この構想にも今、

取り組んでおるところであります。 

  これは、「健康長寿日本一」、口で言うのは非

常に易しいんですけれども、具体的にこれは赤ち

ゃんから、そして高齢者の皆さん、各年代にわた

る健康長寿にどのように取り組んでいくかとい

うことでありますので、息の長い取り組みになる

であろうと。まず、手をつけるものは手をつける

としましても、そういったものをどのように進め

ていくかということも、これからの大きな課題に

なってきております。 

  そして、ようやく米沢の地域資源をどのように

生かして、これを国内外に発信するかといった、

米沢ブランドもようやく立ち上がったところで

あります。「挑戦と創造のあかし」「米沢品質」、

これは全ての分野にかかわっていく、これからの

米沢の魅力をアップする事業でありますので、こ

れにも責任を持って取り組んでいかなければな

らないと。このように考えておるところでありま

す。 

  そして、今までなかなか、置賜は一つだと言葉

で言っても、まとまってきませんでした。しかし

ながら、置賜定住自立圏構想を米沢市が中心市と

なって、そのほか２市５町とのいろんな生活をし

ていく上で、その地域、地域、米沢と協定を結ぶ

ことによって地域の創生につながり、住民福祉の

向上につなげていくというようなことで今、３市

５町それぞれ担当者あるいは地域の皆様方と共

生ビジョンを策定中であります。こういったこと

をやっぱりやっていく上でも、これは置賜全体で

のリーダーシップも、この米沢市が、そして私自

身がとっていかなければならないものと、このよ

うに決意をしておるところであります。 

  ほかにも、２期目に挑戦するに当たって、いろ

んな思いというのはあるわけですけれども、きょ

うは佐藤議員、ほかの質問もございますので、基

本的な部分について述べさせていただきまして、

今後とも「米沢創生」の実現に向け、責任を果た

していく覚悟でございます。どうぞ議員各位の御

指導、御支援をお願い申し上げ、２期目への出馬

の表明とさせていただきます。 

  ありがとうございました。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、読書離れの対策と、

食品ロスへの取り組みについてお答えいたしま

す。 

  初めに、学校における読書離れへの対策につい

てでありますが、ＳＮＳの普及などにより、全国

的に活字離れ、読書離れが問題視されています。 

  そのような中、今年度の全国学力・学習状況調

査の結果、本市の児童生徒は、平日30分以上読書

をしている割合が全国を上回っている状況であ

ります。特に、中学３年生は全国を6.7ポイント

上回っており、全国と比較しますと、読書に親し

む生徒が多いことがうかがえます。 

  その一方で、小・中学生ともに文章を読む力に

は大きな課題がございます。読書の時間が確保さ

れても、質や量についてはまだ不十分な状況であ

り、読解力の育成という視点からも読書活動の重

要性を実感しているところであります。 

  現在、各学校では読書活動推進のために、さま

ざまな取り組みを行っています。 

  小学校においては、朝読書の実施、読書月間の

設定、多読運動の推進、親子読書やボランティア

団体による読み聞かせの実施など、低学年から高

学年まで系統的に取り組める読書活動を推進し、

本に親しみ、みずから読書を楽しむ子供の育成に

努めております。また、市立図書館と連携し、巡

回図書を活用して読書の幅を広げる取り組みも

行っています。 

  中学校においては、朝読書の実施、子供と教師

による推薦図書の紹介活動、多読賞の表彰など、

小学校からつながるような読書活動を展開し、読
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書への関心を高めるとともに、県の「新聞を活用

した教育活動への支援事業」の取り組みにより、

新聞を用いた学習にも積極的に取り組んでいま

す。 

  今後、全国的な傾向と同様に、本市においても

読書離れ、活字離れの課題が大きくなってくるこ

とが予想されます。本に親しませることは、学力

の向上につながるだけでなく、子供の想像力や感

性を豊かにし、生きる力の育成に直結する大切な

教育であると考えておりますので、今後も読書離

れ、活字離れに対する対策を十分に講じて、取り

組んでまいります。 

  次に、食品ロス削減に向けた学校教育の取り組

みについてお答えいたします。 

  学校給食の献立は、栄養教諭や学校栄養士によ

る学校給食献立作成委員会において作成されま

す。バランスのとれた栄養摂取の面だけでなく、

食への関心を高め、残食が少なくなるようなメニ

ューづくりに努めるなど、工夫と配慮を行ってい

ます。 

  学校の取り組みとして、食育全体計画に基づい

た食育の実施があります。ある小学校では、食品

があふれている日本の状況を知り、「もったいな

い」という気持ちを大事にすることを、５・６年

生の指導目標に掲げ、小学校３・４年社会科「ご

みの処理」や、５・６年の家庭科「生ごみのしま

つの工夫」など教科の学習と関連させて、「もっ

たいない」という気持ちを育てています。 

  また、市内全小中学校で「心を育む学校給食週

間」の取り組みを行っています。調理師の方々に

感謝の手紙を書いたり、地元の生産者や納入業者

の方々を招いて交流したりすることで、食にかか

わる方々への感謝の気持ちや、食べ物を大切にし

ようとする気持ちを育んでおります。 

  こうした取り組みを通し、苦手としていた野菜

も食べることができるようになった子供がいる

という話も聞いており、この給食週間の重要性を

実感しているところです。 

  児童生徒による取り組みとしましては、給食委

員会による、残食を減らすための呼びかけなどの

活動を多くの学校で実施しています。子供の主体

的な活動から、残さず食べることの意識向上が図

られています。 

  教育委員会による取り組みとしましては、「子

ども食育マスター育成事業」が挙げられます。米

沢市食育推進計画に基づきまして、「子ども食育

マスター育成事業」では、食育を通して子供自身

が生きていくために必要な力を身につけること

を目指しています。 

  この事業で、米づくり体験に取り組んだ小学校

では、栽培の苦労、収穫の喜びを実感させること

で、食品のありがたさがわかる子供の育成に取り

組みました。 

  このように、子供たちはさまざまな活動を通し

て食べ物のありがたさや食品ロス削減の重要性

などを学んでいます。食にかかわる方々への感謝

の思いと、食に対する「ありがたい」と「もった

いない」の気持ちを育むことができるよう、今後

も継続して指導してまいります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、３の防犯カメ

ラの設置拡大についての御質問のうち、本市が設

置している防犯カメラの状況についてと、５の死

亡に関する手続を一括して手助けする窓口の開

設についてお答えいたします。 

  初めに、防犯カメラの設置状況についてであり

ます。 

  防犯カメラの主な目的は、犯罪を未然に防ぐこ

とにあり、場合によっては犯罪を防ぐよりも監視

することを主眼とするカメラもあるため、防犯を

主目的とするカメラとしての全体の把握はして

おりませんが、現在、市が設置しているものでは、

一例としまして、西條天満公園に２基設置してお

ります。 
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  また、本市の公共施設において、施設管理上の

必要性などからカメラを設置している例を挙げ

ますと、市役所庁舎の１階出入り口付近とエレベ

ーター内、置賜総合文化センターのロビーや廊下、

すこやかセンターのプレイルーム、米沢駅前自転

車駐車場内などがあります。 

  また、公共施設以外では、不法投棄防止用の監

視カメラなど、不法投棄のおそれがある場所に、

不法投棄の未然防止、抑止効果などを狙いとして

移動設置するものがあります。 

  次に、死亡に関する手続を一括して手助けする

窓口の開設についてお答えいたします。 

  御親族がお亡くなりになると、御遺族の方は相

続のほか年金や健康保険、介護保険、各種名義・

引き落とし口座の変更、生命保険の請求などさま

ざまな申請や届け出が必要となります。 

  市民課の窓口においては、故人の各種手続に必

要な証明書の請求や保険証の返還手続をされる

方々の姿が日々見られます。大切な方を亡くされ、

葬儀を終えた後に行う多くの手続は、御遺族にと

って心身の負担も大きく、なれない公的手続のた

めに各課に足を運ぶことは、特に高齢の方にとっ

て容易なことではないと思われます。 

  本市では、このような方々が少しでも安心して

効率よく手続を済ませることができるように、死

亡に関する各種手続をまとめた一覧表を作成し、

御事情を聞き取りした上で、必要な各課に御案内

しております。 

  一元的に手続ができないかといった要望は現在

いただいてはおりませんが、手続の煩雑さを考え

ますと、専用窓口を設置することは理想形である

と認識しております。 

  全国的な状況を見ますと、先ほど議員が紹介さ

れましたけれども、大分県別府市では「おくやみ

コーナー」を開設し、数カ所にわたる手続を一元

的に受け付けし、階段を上り下りすることのない、

また書類を何枚も記入することのないサービス

を開始しており、ほかにも同様の窓口を置く自治

体が数カ所あるようです。 

  一方、本市では平成33年度の新庁舎開庁に向け

まして、窓口関係課で組織する窓口部会を設置し、

窓口サービスのさらなる向上を目指して、現在さ

まざまな検討を行っております。 

  例えば、出生、死亡、婚姻などライフステージ

ごとの手続チェックシートをつくり、漏れなく手

続を済ませていただく方法や、住所、名前を何度

も申請書に記入しなくても済むようなシステム

改修などであります。 

  また、市民に身近な手続はほとんどワンフロア

で済ませられるようなレイアウトの検討もして

おりますので、専用窓口とはいかなくても、同じ

フロアで順序よく流れていけるような案内の仕

方も工夫できると思います。 

  このようなことから、新庁舎の開庁に向けて、

今までよりサービスもよくなったと市民の皆様

から評価していただけるような窓口サービスの

充実について、今後も全庁的に検討していきたい

と考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、公用車のドライブ

レコーダー設置状況についてお答えいたします。 

  公用車へのドライブレコーダー設置につきまし

ては、安全運転意識の向上による交通事故防止の

ほか、万一事故が発生した際の原因確認を主な目

的として、平成29年度以降に購入した車両に設置

しているところであります。 

  議員が述べられたとおり、犯罪発生時にドライ

ブレコーダーに記録された映像から事件が解決

している事例もあり、防犯面の効果もあると考え

ております。 

  現在、市が所有する普通自動車と軽自動車は合

わせて104台ございますが、そのうちドライブレ

コーダーの設置台数は４台であります。ほかに、

共用で使用しているマイクロバス２台のうち、今
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年度購入した１台には設置しております。 

  公用車による交通事故が依然として発生してい

る状況もありますので、今年度、職員が共用で使

用している公用車20台程度に設置することを検

討しております。 

  今後は、全ての公用車への設置拡大を検討して

いきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） ありがとうございました。 

  まず、市長に関する質問に関しては、しかと御

決意をお伺いいたしました。 

  次にですけれども、読書の部分ですね。教育長

からも御答弁ございましたけれども、読書運動と

いうと、どうしても国語科を中心にというような

空気といいますか、多いわけですけれども、それ

だけではなくて、文字・活字文化を根づかせると

いう意味では、国語科を初めとして、社会科や理

科、家庭科、道徳教育など、あらゆる教育の指導

において触れる機会をふやすということが重要

だと思いますが、御報告にあったとおり、全国平

均よりも上だということで、それはそれで喜ばし

いんですけれども、国語に限らず、ほかの教科も

通してという部分では、お考えはどのような……、

実態でも結構ですし、お聞かせいただきたいと思

います。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 読書につきましては、国

語だけではありません。社会でも、理科でも、数

学でもそうです。実際、中学校あたりの全国学

力・学習状況調査の問題などを見ますと、本当に

長い文章、さまざまな資料を総合的に判断する力

を求められます。さまざまな資料を読み比べたり、

自分の頭の中で整理、統合するというような考え

が必要になってきますので、国語だけでなく、さ

まざまな教科で実際に文章に触れて、自分で調べ

る活動を通しながら、自分の言葉でまとめたりす

るような活動を大事にしているところでありま

す。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） そうですね。おっしゃる

とおりですけれども、あとはもう一点、あらゆる

教科で関連する、授業の内容を補塡するために関

連する図書を推薦したり、授業で副読本みたいな

形で活用しているという状況はいかがなもので

しょうか。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 授業の中では、教科書だ

けでなく、さまざまな生の資料に触れたり、先ほ

ど新聞の紹介もありましたが、新聞でありますと

か、さまざまな資料を使って勉強しております。 

  また、教科以外でも、先ほど紹介がありました

けれども、親子読書の取り組みであったり、ボラ

ンティアの方の読み聞かせであったり、さまざま

な機会を捉えて読書の楽しさを伝えて、みずから

本をとって読めるような子供たちを育てるよう

に努力しているところであります。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 先ほども壇上で言いまし

たが、小学生よりも中学生、中学生よりも高校生

という、だんだん読書離れが進むというその理由

には、部活とか、受験勉強が忙しいとか、そうい

う部分が関係しているように思うんですが、それ

らはどのように捉えていらっしゃいますか。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 御指摘のとおり、部活動

やら勉強で忙しいという実態はあります。 

  ただ、多分、昔の子供たちも忙しかったと思う

んですが、そのときにも、先ほど申しましたとお

り、本を手にとるという部分があったのですが、

最近はやはりどうしてもコンピューターであり

ますとか、スマートフォン、タブレット等で動画

を見るというようなことで、手っ取り早く楽しみ

を得るというような子供さんが多いのかなと思

います。 

  学校では、市立米沢図書館などからたくさん本
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を借りてきたりするなどして、さまざま本に触れ

させておりますので、こうした傾向で、小、中、

高と読書離れが起きないような取り組みを継続

して行ってまいりたいと思います。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） それと、新聞の話があり

まして、たまたまきょうの新聞に米沢商業高等学

校の事例と、あと県の教育委員会の活動状況、非

常に有効に新聞を活用しているという記事が載

っておりました。 

  市内でも、中学校も、小学校もですか、新聞を

活用してやっていると思うんですけれども、その

状況ですね、例えば１学年に１新聞なのか、１学

級ごとに１部ずつあるのか、その活用の状況とい

いますか、お聞かせいただきたいと思います。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 本市におきましては、中

学校３年生の各学級に１新聞届けております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） それと、その内容によっ

ては、見出しのつけ方とか、あと今の、例えば経

済状況とか、そのときの話題になるものなんかは

非常にいいテキストになると思うんですよね、新

聞というものは。そうした場合、１学級に１新聞、

あとは学年に１というと、限られた部数になりま

すので、回し読みというわけにもいかないと思う

んですよ。そういう部分で、注目記事をコピーし

て皆さんに教材として渡して学ぶとか、そういう

部分の活用はいかがなものでしょうか。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 今おっしゃったようなことで

の活用の仕方が最も有効でして、例えば社説を比

較するということで、中学３年生に、同じ新聞で

はなくて、各紙届くように米沢では手配をしてお

るところですので、注目すべき社説があったとき

には、その社説を３社ぐらい国語の教員がコピー

をして、それを授業の教材として使う等の利用を

させていただいています。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） そのような有効に活用し

ているということで安心をいたしましたし、今後

ますます多様化する社会情勢でもありますので、

活用を推進していっていただきたいと思います。 

  私はやっぱり、読書といいましても、画面で見

たり、端末で見たりするのではなく、紙の、本で、

あと新聞を紙ベースで見るというのが非常に大

事だと思います。 

  10年前になるでしょうかね、ブックスタート事

業がまだ実現していなかったとき、それを要望す

る質問の中でも、本のこういう重さですとか、紙

のにおいとか、どの辺まで読んだという、その体

で覚えることが重要だということを述べた記憶

がございますが、やっぱりそういう、私もこれな

んかは国語辞書ですが、私の愛読書みたいにして、

これは枕にしているのではありません。非常に活

用して、いつもそこに置いておくんですけれども、

そういうやっぱり、こういう電子媒体ではなく、

紙が重要だということも認識をしていただきた

いと思いますし、御認識なさっていると思います

ので、一言コメントいただけますか。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 私も本を手にして、自分のも

のにして、読み終わったら宝物として本棚にしま

うという、それで、自分の読んだ本が、本棚を見

ると一覧で見えるという、何か自分の成長のよう

に感じますので。やはり紙ベースでこうした、い

とおしさを持って本を読むということを子供た

ちに教えていきたいなと思っております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） ありがとうございます。 

  次に、防犯カメラの質問に移りますけれども、

定例会のたびに、議案説明の折、専決の議案、い

わゆる交通事故に基づき生じた損害賠償の額の

決定についてということで、総務部長、本当に毎

回の定例会でお話しになるように、その御苦労、

またこういう交通状況ですから、ある程度仕方な
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い面もあるんですけれども、そういう部分の学び

の場とか、再発防止とかに、その映像を役立てる

ということも大事だと思いますが、いかがでしょ

うか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 レコーダーをつけてから、ま

だ事故などは起きてはいないわけですが、検証す

る上でもそういった記録は大事でございますの

で、今後、事例が生じれば、そういったことも検

討したいと考えております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） それと、私はこういう面

もあると思うんですよ。やっぱり、答弁の中では、

何台まで……、20台。今後、何台まででしたか、

設置予定は。（「全て」の声あり）全てに。早い

段階でそのようにしていただきたいと思います

が、そういう、例えば役所の車にはドライブレコ

ーダーが搭載してありますよという周知をした

だけでも、本当に市民の皆さんはそれだけで安

心・安全な担保といいますか、気持ち的にも安心

できますし、役所に対しても信頼がさらに増すと

思われますので、そのような方向で進めていただ

きたいと思います。 

  せめて、その優先順位といいますか、常に巡回、

パトロールしているような車を、その中でも先に

取りつけるような方向でいっていただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 壇上からも申し上げましたけ

れども、まず利用度の高い共用車を優先して取り

つけようと考えておりますので、なるべく効果が

出るような形で取りつけをしていきたいと考え

ております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） あと、市民環境部長のほ

うですか、そういった公共施設に限らず、いわゆ

る民間の店舗にも、コンビニエンスストアなどに

はついていると思うんですけれども、民間の施設、

店舗等々にも、例えば民間の商業施設に助成金を

出して設置を促すとか、そういうようなお考えは

いかがでしょうか。要望しておきます、これは、

じゃあ。多分これは通告していなかったもので。

そういう部分にも、民間の商業施設にも協力いた

だくということも大切ではないかということで、

助成金を出してでも推進していただきたいと、要

望をいたします。 

  あとは、手続ですね。 

  ああ、もう一点、教育長、済みません。ありま

した。 

  食品ロスの件で、そういう取り組みをされてい

るという部分は非常に理解できました。 

  その答弁に反するような２回目の質問で恐縮で

すけれども、反面、先日、新聞報道にあったのは、

給食の完食を進める余り、食品ロスを少なくする

というのは理想ですけれども、それを進める余り

に、完食指導がきっかけで、例えば不登校ですか、

大げさに言えばですよ、体調不良に陥る子供も非

常に、1,000人単位でいるとか、全国的に見れば。

そういう楽しいはずの給食がトラウマになって

しまっては、やっぱり本末転倒でございますので、

その辺の米沢市の現状というか、多分ないとは思

うんですが、お願いしたいと思います。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 今おっしゃいましたように、

本来給食は楽しく食べて、食事の大切さを学ぶと

いう場だと思っております。そのことで、給食を

食べることが嫌いになっては本末転倒だと思い

ます。 

  本市では、完食を強要するようなことは行って

おらず、そのために不登校になってしまったとい

う例はございません。 

  給食を完食するということは理想ですけれども、

適切な量を楽しく食べるということを主眼に、こ

れからも健やかで心豊かな生活を送ることがで

きるように指導していきたいと思っております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 
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○５番（佐藤弘司議員） よろしくお願いします。 

  実は私、この件に関して非常に苦い経験があり

まして、年代がわかるんですけれども、小学校の

給食でチーズというものを初めてお目にかかっ

て、今でいう消しゴムみたいな形状の、口にした

ときはなかったものですから、１時間近くかかっ

て、廊下に残されて、友達と、食べた経験がある

わけです。それで、今では食べ過ぎて奥さんに叱

られているくらいですけれども、そういうような

大昔の思い出がありますので。 

  今、教育長がおっしゃったように、ひとつ楽し

い給食、食育を通して推進してくださるようにお

願いいたします。 

  最後に、死亡手続に関してでありますけれども、

新庁舎建設に向けて取り組むということですけ

れども、２年間あるわけですから、そのうち今の

庁舎でも徐々にやっておかないと、新庁舎になっ

たからと、はい、ぽっというぐあいにはいかない

と思いますし、今の人数の推計では五、六人ぐら

いの手続だろうと、平均にしてということを申し

上げましたが、やっぱり今、多死時代であります

ので、ふえることも予想されますので、新庁舎建

設を待たずに、今のうちから段取りといいますか、

計画をしておかないとうまく移行できないよう

な気もいたしますが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 新庁舎になってから全て

改善というわけではございませんけれども、やは

り常に窓口のいろんな手続に関しては、少しでも

おいでになる方が便利に、あるいは短い時間で手

続が済むような改善は図っていかなくてはなら

ないと考えております。 

  「おくやみコーナー」につきましては、やはり

専門の職員を何人か、コーナーとする場合には配

置する必要なんかも出てくる可能性もございま

すし、そのためには庁舎１階、２階の各窓口だけ

ではなくて、もっと広範囲の手続の知識を確実に

身につけるということも必要になってきますの

で、そういった意味では少しちょっと時間がやっ

ぱり必要ではないかと考えておりますので、「お

くやみコーナー」につきましては今後の研究課題

とさせていただきたいと考えているところでご

ざいます。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） そうですね、「おくやみ

コーナー」という部分だけではなくて、答弁にあ

ったように、ライフステージをすとんとまとめる

ような部分でも私はいいと思います。出生、あと

結婚とか、進学、いろんなそういう生活にかかわ

る部分を、先ほどの答弁では、１つのフロアでせ

めて全部手続が終わるくらいの、大きい、ちょっ

ともう一つ大くくりのライフステージのコーナ

ーを設けて、そこで全て完結するというようなこ

とは理想だと思いますが、そのようなお考えだと

いうことで理解してよろしいですか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 そういった方向で、新庁

舎の開庁に向けて検討していきたいと考えてお

ります。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 最後にしますけれども、

ちょっと戻って、総務部長、済みませんが、最終

的には全車両に取りつけてまいりたいというこ

とだったんですけれども、大きな枠での、何年く

らいというような見通し、目安といいますか、そ

こらまでは今はいかがでしょうか。決まっては。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 レコーダーの単価自体、大分

下がってきておりますので、そんなに大きな金額

は要しないと考えております。なので、予算と絡

めながら、なるべく早い段階で導入したいと思っ

ております。 

○島軒純一議長 佐藤弘司議員。 

○５番（佐藤弘司議員） 大変前向きな答弁をいた

だきまして。 

  近隣の県内の市町村でも、非常に装備が進んで
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いると伺っておりますし、東根でも去年、ことし

の補正かな、それで決定したというようなことも

出ておりますので、そういう部分、市民の安全・

安心が一段と加速するという部分を期待して、私

の質問を終了します。 

  ありがとうございました。 

○島軒純一議長 以上で５番佐藤弘司議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時０４分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１４分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、新庁舎の耐震・免震について外２点、１

番山村明議員。 

  〔１番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○１番（山村 明議員） こんにちは。 

  今回の一般質問に臨み思ったことは、通告して

から出番が来るまでえらい長い日数がたったよ

うに感じられました。私の今回の場合ですと、11

月21日に通告をしまして、発言するまでに12日間

あったわけでして、発言順の遅い方については、

通告から15日後の出番となっております。間に土

曜、日曜が２回も挟まっておりまして、これだけ

たっぷり時間があると、私を除いて、ほかの皆様、

当局は質問も答弁も十分熟成したものにお互い

になるのではないかと期待をいたしております。 

  話は変わりますが、大相撲九州場所が11月25日

まで福岡国際センターで行われました。優勝した

貴景勝関の四股名の由来は、元貴乃花親方の尊敬

する上杉謙信公の、後継者の景勝公にちなむと知

り驚きました。白鷹町出身の白鷹山関の四股名の

中に鷹山公の名前が入っており、大相撲の力士の

四股名の中に米沢藩上杉家にゆかりのあること

を学習した次第であります。 

  質問に入ります。 

  １、新庁舎の耐震・免震について。 

  新庁舎は43億4,592万円で発注されており、４階

建て、延べ床面積１万320平方メートルで、32年

度、33年の３月までに完成を目指すということに

なっております。 

  市庁舎は、災害時に指定避難所になっていると

思いますが、耐震強度設計はどの程度なのか。４

階建てということですが、免震装置はあるのか。

あるとすれば、免震システムはどのようなものな

のでしょうか。 

  ２、小学校の教室へのエアコン設置について。 

  このたび10月の議会に突然話が出され、12月議

会に専決処分として出てまいりました。小中学校

の普通教室へのエアコンの設置でありますが、概

算事業費で14億1,000万円で、小学校18校、202教

室、中学校７校、95教室、合計で297教室に設置

するという大工事になります。 

  全国都道府県の公立小中学校のエアコン設置率

を調べてみましたところ、2017年の文部科学省調

査では、全国平均で49.6％。山形県は17.4％で、

全国の中で36位であります。全国一は東京都で

100％です。北海道や東北は冷涼で夏が短く、や

ませという寒い東風が吹きます。そのためもあっ

て、宮城、青森、秋田、岩手県はエアコン設置率

は５％未満ですが、福島県だけが65.1％と高い値

であります。 

  なぜクーラーではなくエアコンなのか。いつま

で設置する予定なのか質問いたします。 

  ３、最近の流行性感染症について。 

  米沢市は「健康長寿日本一」を目指しています

が、これからインフルエンザ流行の季節になって

まいります。マスコミなどを見ておりますと、は

しか（麻疹）、ヘルパンギーナ、風疹、インフル

エンザなどの感染症の記事が見られますが、現状

はどうなのか。対策はどのようにしているのかお

伺いします。 
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○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、１の新庁舎の耐

震・免震についてお答えいたします。 

  初めに、（１）の耐震強度設計はどの程度かに

ついてでありますが、新庁舎の整備に当たりまし

ては、平成30年３月に米沢市新庁舎建設基本計画

を策定したところであり、この計画の基本方針の

一つに「市民の安全・安心を支える庁舎」を掲げ

ております。 

  ただいま議員お述べのように、災害対策の拠点

となる庁舎は、大規模な地震が発生しても、人命

の安全確保に加えて、復旧・復興活動を迅速に行

える機能を確保する必要があります。 

  そのようなことから、新庁舎には震度６強から

７程度の大地震が発生した場合においても機能

確保していくことを目指し、このたびの設計施工

者選定における要求水準書においても、「官庁施

設の総合耐震計画基準」をもとに、地震に対して

の性能を求めております。 

  具体的には、柱やはりなどの構造体は「分類Ⅰ

類」。基準の内容といたしましては、大地震後、

構造体を補修することなく建築物を使用できる

ことを目標に、人命の安全確保に加えて、十分な

機能確保が図られること。また、天井や窓類など

の非構造部材は「Ａ類」。内容といたしましては、

大地震後、災害応急活動や被災者の受け入れの円

滑な実施と非構造部材の損傷移動などが発生し

ないことを目標に、人命の安全確保に加えて、十

分な機能確保が図られること。また、建築設備に

おいては「甲類」。内容といたしましては、大き

な補修をすることなく、必要な設備機能を相当期

間継続できることとしているところでございま

す。 

  そして、建築の構造形式には、基本計画を受け、

免震構造を採用することにしており、これにより、

たとえ大地震が繰り返し起こっても建物軀体へ

のダメージを与えず、建物のそのものの揺れを抑

えることができることから、設備機器、配管への

影響や什・機器類（ＯＡ機器やキャビネット類）

の転倒を防ぐことができるなど、対地震性能にお

いて非常に大きなメリットがあります。 

  また、御質問のとおり、お示ししている基本設

計案では４階建てで計画しておりますが、庁舎機

能には、震災直後でも防災拠点として、激しい振

動による人的被害や建物の機能を失うことなく、

初動体制の確保と業務継続機能を維持する必要

が求められることから、免震構造の導入は必要で

あるものと捉えているところであります。 

  次に、（２）の免震装置システムはどのような

ものかについてお答えいたします。 

  免震建築物は、建物と地盤面との間に免震装置

を介入することにより、地震が発生した際、免震

装置が地震の揺れを逃がし、吸収することで建物

自体の揺れを軽減し、建物軀体や室内への影響な

どを小さくすることができます。 

  免震装置の種類には、積層ゴムや金属類などさ

まざまな材料や形式がありますが、現在、基本設

計を進めている中で、配置及び各階平面、立面計

画などの意匠設計とあわせまして採用する免震

装置、システムの形式も含め、構造計画を受注者

と協議を進めているところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、小中学校の教室へ

のエアコンの設置についてお答えいたします。 

  初めに、クーラーでなくエアコンを設置する理

由でありますが、現在はエアコンが主流となり、

冷房専用のクーラーの需要が比較的少ないため、

生産数量や機種が少ないものと認識しており、必

要な台数や機種が確保できないおそれがあるこ

とから、クーラーを設置することとした場合には

工期が延びるなどのリスクが考えられます。 

  また、価格の面でも、本体と室外機等を含めた

全体の費用で比較しますと、一概にクーラーが安



- 47 - 

いとは言えない状況であります。 

  さらにエアコンは、季節の変わり目で本格的な

暖房を必要としない時期に暖房設備として活用

できるほか、冬期間は補助暖房としても使用する

ことが可能であり、年間を通じて児童生徒が授業

に集中できる教育環境を構築できるなど、総合的

に勘案してエアコンを設置することとしたもの

であります。 

  次に、エアコンの設置についてですが、御指摘

のとおり、全国の自治体が一斉にエアコンの設置

に取り組んでおりますので、本市の小中学校合わ

せて最大297教室に必要な機種や台数を確保でき

るか不安な面も否めないと考えております。 

  このため、できるだけ早く設計を完了し、必要

な機種等を確保できるよう、工事の発注を行って

まいりたいと考えております。 

  また、設置業者につきましても、業者が受注し

やすいよう、分離、分割等を含めて発注方法を工

夫するなどして事業者の確保に努め、遅くとも平

成32年の夏までに工事を完了したいと考えてお

ります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私からは、感染症の現状

についてお答えいたします。 

  感染症については、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律及び同法施行規

則において１類から５類までの分類がされてお

り、全ての医師が届け出を行わなければならない

感染症と、定点医療機関として指定された医療機

関のみが届け出を行う感染症が定められており

ます。 

  米沢市においても、県が指定した定点医療機関

があり、インフルエンザや感染性胃腸炎、手足口

病、ヘルパンギーナなど感染症が発生した場合、

当該医療機関から保健所へ届け出がなされ、置賜

地域として集約された結果が山形県感染症発生

動向調査として公表されております。 

  現在流行している風疹は、全ての医師が診断後

直ちに届け出を行う感染症に定められており、山

形県では2018年11月21日現在で累計８人の風疹

罹患者が発生し、そのうち６人は11月12日から18

日の報告者とされております。 

  次に、対策についてお答えいたします。 

  山形県感染症発生動向調査に当たり、インフル

エンザや感染性胃腸炎、手足口病等の疾病におい

ては、それぞれに警報開始基準値が設けられてお

ります。 

  インフルエンザを例にしますと、県全体で１週

間の定点当たり報告数が10を超えますと注意報

が発令され、30以上の報告数で警報が発令され、

インフルエンザ予防への注意喚起がなされてい

ます。 

  感染症予防として、高齢者については特にイン

フルエンザの重症化予防や肺炎予防が重要であ

るため、インフルエンザ及び成人用肺炎球菌ワク

チンの予防接種の助成を対象者に対して行って

おります。 

  また、現在流行している風疹への本市の対策と

しては、先天性風疹症候群を予防することを目的

に、妊娠を予定または希望する18歳から51歳未満

の女性やその夫、同居家族等に対して風疹抗体検

査の助成を行っております。 

  風疹抗体検査については、平成29年度が91件で、

今年度は10月31日までで85件となっており、風疹

の流行に伴って抗体検査の数も伸びているとこ

ろです。 

  また、先天性風疹症候群の予防や風疹の社会的

蔓延の防止を目的に、抗体検査対象者で抗体値が

低い方に対する風疹予防接種の助成について、現

在実施に向けて検討しているところです。 

  さらに、国においては、風疹の予防接種を受け

ていない30歳から50歳代の男性の罹患率が高い

ことから、風疹抗体検査や定期接種の対象年齢の

拡大についても検討されているものと聞き及ん
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でおりますので、本市としても国の動向を注視し、

対応してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） まず、庁舎の耐震の強度、

それから免震のシステムについて、私が今回質問

するに至ったというのは、広くマスコミでも取り

上げておられますけれども、免震ゴム、免震ダン

パー、そういった免震業界での不祥事が非常に続

いておりまして、米沢市のそういうもの、不祥事

に遭わないようにやっていただきたいなと思っ

たところでありますけれども、ただいまの答弁の

中では、協議を進めているところでありますとい

うことになりますと、その免震のシステムについ

てはどのようなシステムになるかはまだ決まっ

ておらないということでよろしいのでしょうか。

一応お伺いします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 新庁舎の建設に当たっては、

ただいま基本設計を進めているところでありま

す。 

  そして、お求めの免震装置なんですけれども、

建物の重量や、あるいはその場所の地質の状況な

どの数値をもとにして、免震装置を細かく構造設

計をしていく必要がありますので、今その辺のデ

ータをもとに、形式を受注者と詰めているところ

でございます。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） 建設において、一番基本

の基本の部分でありますので、そんなにゆっくり

もしておられないんだろうと。33年の３月までに

は完成させなければならないという状況なので、

免震システムが決まらないことにはなかなか進

まないということではなくて、同時並行で協議を

進めていくということなんでしょうかね。 

  それから、建てる前はいろいろ、ただいまの答

弁でも、震度６強から７の震度に対して十分対応

できるようなものをつくっていきたいというこ

とでありますけれども、建設後の耐震調査という

ものは、こういうものはあるのでしょうか。 

  以上２つ、お伺いします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 免震装置、設計に当たっては、

並行してその形式もしっかりと検討してまいり

たいと思っているところであります。 

  あと、ただいま御質問の、完成後の耐震診断の

必要性でございますけれども、耐震診断が必要と

なる建築物につきましては、昭和56年以前に設計

された建築物が対象となっているところでござ

います。その後、建築基準法が改正されまして、

新耐震設計が制定されているところでございま

す。新築する場合には、この直近の新耐震設計に

基づいた構造とするほか、現行基準を満たす建築

確認申請などの手続を経ることで、耐震性能が確

保されていくということになります。 

  そういったことから、今後、実施設計の中で構

造設計計算等を行って、建築基準法に必要な手続

や各種検査を受検していく予定としております

ので、よろしくお願いいたします。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） そうしますと、まだ免震

システムについては決まっておらないというこ

となので。ということは、免震ゴムでやるパター

ン、免震ダンパーでやるという、この不祥事の起

きた業界のシステムになるかもしれないという

おそれはあることになるんでしょうか。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 今回、検査データの書きかえ

による不適合な製品の出荷というような事案が

発生しております。そういったものの製品のほか

に、鉄製のものとか、いろいろな種類があります。

ダンパーにつきましても、今回はオイルダンパー

が対象となりましたけれども、そのほかのメーカ

ーのものとか、また鋼材のダンパーもありますの

で、そのダンパーを使用する、しないも含めて、

さまざましっかりと検討してまいりたいと思っ
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ております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） しっかりした設計をやっ

て、後で後悔のないような、しっかりしたものを

つくっていただきたいと要望しておきます。 

  次に、小中学校のエアコンについてであります

が、今、御答弁いただきましたけれども、クーラ

ーの生産が少ない、価格も変わりはないというこ

とで、エアコンをつけるということでありますが、

今までの暖房機を生かしたままという形になる

わけでありますけれども、今回のエアコンについ

ては、たしか保健室には全校クーラーだと思うん

ですけれども、入っておるので、教室と特別支援

教室ということになるわけですけれども、例えば

学校において来客というものはどうなるのかな

と思っておりますが、大体来客は校長室に通され

るようなパターンなのかなと思っていますが、そ

ういう余分なところへの計画とか検討というも

のはないんでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今回の小中学校のエアコ

ンの設置につきましては、国で新たな特別支援の

補助制度が創設されたということを受けまして、

本市として対応を検討したものでございます。 

  この制度においては、普通教室への設置という

ことが優先されておりますので、今回の事業の中

には普通教室以外のところは入っていないとこ

ろであります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） エアコンですので当然電

気での対応だと思うんですけれども、停電時の対

応、考えられるのは落雷ぐらいなのかなと思いま

すが、そういったものの対応。それから、電気の

容量ですね。今、学校でも電気を引いていると思

うのですが、そこに各教室これだけのエアコンを

つけますと、電気の使用量が大きく上がっていく

と思うのですが、その電気の容量は、特に大量の

エアコンを設置する学校については、電気の容量

が足らなくなるのではないかと思いますが、その

辺はいかがですか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今回、設置を予定してい

る機種につきましては、電気式とガス式と２つの

方式がありますので、学校によってどちらが最適

な機種なのかというところを、これから設計の中

で検討してまいります。 

  ランニングコスト、維持管理コストとしては、

電気式のほうがやはり電気料が高いということ

で、維持管理費が高い。ガス式については、維持

管理費は比較的安いというような傾向がありま

すので、その辺を勘案して設置する予定でござい

ます。 

  １点目の、停電時の対応でございますが、ガス

式、電気式、両方とも、やはり停電になりますと、

それは使用ができないというようなところにな

りますので、学校全体として停電時は使用できな

いという形になります。 

  もう一点の、電気料の観点でございますが、20

台ほどつける予定の学校もありますので、そうい

った学校においては、やはり既存の受電設備では

容量が不足するおそれもございます。これも、こ

れからの設計の中で、電気の全体の容量を見据え

て、必要な設備を検討することになりますが、そ

の場合には受電設備の増設や改修なども必要か

なと考えております。（「落雷対応は」の声あり） 

  申しわけありませんでした。落雷時の場合でも、

落雷によって停電になれば、先ほど申し上げたよ

うに、使用できないということになりますが、落

雷によるさまざまなショックについては、その受

電設備の中で落雷の防止装置などもつけること

になると思いますので、その辺は対応ができるか

と思っております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） 私の余り詳しくない調べ

の中では、電気の容量に対しては、キュービクル

というのがあって、これが大量に、電気の容量が
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足らない場合は、このキュービクルという設備も

かえなければならないところが出てくるのでは

ないかと。 

  そうしますと、エアコンの大量発注、それから

キュービクルの設備機械の発注というか、機械と

いうか。業界の方にお聞きしてみますと、キュー

ビクルというのは、どちらかというと注文生産の

部類に入っているということで、これが全国でこ

の補助事業があるわけなので、全国需要になって

くるということになると、エアコンとキュービク

ルの機械の手配、確保が非常に厳しくなるのでは

ないかと。 

  先ほど教育長の答弁では、できるだけ早く手配

をしたいというお話ではございますが、全国一斉

に発注になってくると、非常に注文が殺到して、

需要が大きくなってくると。そうしますと、32年

夏までの設置を目指していくというお話でござ

いますけれども、そこまで間に合うんだろうかと

いう心配が非常にされるわけでありますけれど

も、その辺いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 議員もお述べのように、

今、全国各地でエアコンの設置という事業に取り

組んでおりますので、先ほども答弁申し上げたよ

うに、そういったような懸念もあるのかなと思っ

ております。 

  ということで、できるだけ早く発注をして、事

業に取りかかれるような体制をつくることが重

要だと認識しておりますので、設計についてはで

きるだけ早く完了できるように、今回、専決処分

をさせていただいたところであります。 

  設計終了後、速やかに設置工事に入れるように、

業者の手配などもしていきたいと考えておりま

す。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） 工事の多くは、子供たち

の長期の休暇、恐らく夏休み、春休み、そういっ

たものを利用しながらやっていくんだろうと思

います。 

  計画書を見ますと、再来年、32年の夏休み終了

までには全部を設置したいという計画でありま

すけれども、国からの補助金の、結局いつまでつ

けないとだめですよというふうな、そういった年

限的なものはあるのかどうかお聞きしたい。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今回の国の特例助成制度

につきましては、今年度、30年度の補正予算で措

置されたものでございますので、繰り越しという

ことで、31年度までの事業であれば適用になると

考えておりますので、そこまでの補助の対象期限

だと認識しております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） 今、31年度と。32年の３

月末までということになるんでしょうか。計画書

を見ると、32年７月かな、８月まで設置を完了し

たいというふうに私は見たのですが。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 以前、議会にお示しさせ

ていただいた事業計画においては、これからやは

り設計をして、実際に設置に入れるのは来年の夏

ごろになるのではないかと考えております。そこ

から、先ほど申し上げた、300近い教室に設置を

するとなると、やはり１年ぐらいの事業期間は必

要だということで、32年の夏までには完了したい

というような事業計画、スケジュールをお示しさ

せていただきました。 

  ただ、先ほども申し上げましたように、国の補

助制度の対象となるのは31年度までに事業完了

した分となりますので、それ以降に事業完了した

分については補助対象外というような形になろ

うかと思います。 

  国の補助の対象となるものと、ならないものと

仕分けをしながら事業を進めていくことになり

ますが、できるだけその補助対象の期間におさま

るような工事のスケジュールをこれから検討し

てまいりたいと考えております。 
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○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） 教室数の大変、20教室を

超える学校もあるわけですけれども、学校によっ

ては、その１校で年度をまたいだり、二度工事に

入るような形のところも出てきたりは……。でき

れば１校を集中的にやって１回で終わるような

工事が望ましいとは思うのですが、そういう年度

をまたいだりして、二度工事に入るような学校は

出てきたりはしないんでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 その辺は、これから実際

に工事を発注する業者が決まりまして、その業者

と事業のスケジュールを調整することになりま

すので、今のところ確定的なことは申し上げられ

ませんけれども、できるだけ教育現場でのいろん

な混乱がないようなところであったり、できるだ

け財源が有利に活用できるような事業の進め方

だったりというところを調整しながら、事業は進

めてまいりたいと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） それから、暖房は下から

暖めるのが効率的だと。それから、冷房は上から

冷やすのが効率的だと。要するに、暖かい空気は

上に上がって、冷たい空気は下に下がるというこ

とからすると、そういう形になると私は思ってお

るのですが。 

  今回エアコンということで、吹き出し口は１つ

になるのかなという気がするのですが、その辺、

設置の……、床に近い部分なのか、天井に近い部

分なのかということと、それから今回、エアコン

をつけるけれども暖房機は外さないということ

になってきますと、エアコンの暖房の機能という

ものは意外と低いから、そういう考えが出てくる

のかなという気がしますが、その辺いかがですか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 １点目の、エアコンの設

置の場所でありますけれども、一般的にはやはり

天井に近いところ、天井の中に入れたり、天井に

据え置いたりというような形が一般的なのかな

と思っておりますが、設置台数の少ないところで、

教室の面積の余裕のあるようなところには、床置

き型のエアコンなども設置ができるのかなと思

っております。 

  その辺は、これからそれぞれの学校だったり、

教室の状況に合わせて設計をさせていただくこ

とになります。 

  エアコンについては、先ほども申し上げました

ように、夏場の冷房が当然主の機能でありますけ

れども、冬場の補助暖房というようなところでも

活用できると考えておりますし、暖かい空気が上

に上ったときに、サーキュレーターのように送風

することで暖かい空気を循環して、少ない燃料で

効率的な暖房を行うこともできるというように

考えておりますので、有効な活用方法を考えてい

きたいと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） それから、前に私が小学

校を見学したときに、オープン教室というふうな

システムを採用している学校もあると思うので

すが、今まで暖房の部分では何とかクリアしてき

ておるのでしょうけれども、今回、冷房の状況に

ついて、オープン教室的なスタイルの教室に対し

ては大丈夫なのかどうなのか。 

  それから、小学校、中学校、学校数が多いんで

すけれども、新しいエアコンをつけてはみたもの

の、校舎がもう老朽化していて、建てかえの時期

が迫っているという校舎はないんでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 やはり、学校の教室の形

態によっては、今、議員がおっしゃったように、

オープン教室になっているところがございます

ので、そちらについては、やはり単純にエアコン

を設置するだけでは、なかなかその効果が出ない

というところも考えられます。 

  そういったことで、あわせて附帯的な工事が必

要なのかなという部分も考えられますので、その
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辺はこれからの設計の中で検討させていただく

ことになります。 

  それから、もう一点……（「老朽校舎」の声あ

り）済みません。老朽校舎につきましては、やは

りこれから学校の適正規模・適正配置の中で、さ

まざまな校舎の長寿命化、あと統合に向けた校舎

の整備が必要になる部分がございます。そういっ

たようなところで、そういった校舎も当然ありま

すので、その校舎につけるエアコンなどについて

は、それらも考慮した上で設置をするような計画

にしていきたいと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） ここでちょっと心配にな

ってくることは、北部小学校と万世小学校はアス

ベストの問題で、ＦＦ暖房の、灯油ですかね、こ

れに切りかえたわけですけれども、この２校で１

億3,500万円という多額の設備投資があったわけ

ですが、今、暖房機をせっかく高いお金を使って

設置したばかりなのに、ここでまたエアコンとな

ると、何か非常に二重投資になっていそうな、気

持ち的には。多分、今年度に完成したはずだと思

うんですけれども、その辺についての思いという

か、二重投資になってはいないかなという懸念を

感じるわけでありますが、いかがですか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 基本的に、ＦＦについて

は冬期間の暖房でありますし、今回設置をするエ

アコンについては夏場の冷房ということで、まず

機能的には違うものでございますので、二重投資

というふうな考えはございません。 

  その他の学校についても当然、暖房設備があっ

て、今回エアコンを設置するということになりま

すので、環境は一緒だと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） それから、米沢市にとっ

ては非常に、今までのあれを見ますと、設備の業

者がどうもいまいちうまく育ってこなかったと

いうか、設備業者が育ってきて、大きくなったな

と思うと、会社がだめになったというか、なくな

ってしまってきたという歴史が長年あるわけで

ありますけれども、そういったことから懸念して、

このたびの設備工事が市外の業者に発注される

ことが出てきそうな心配が非常に私はするわけ

でありますけれども、その辺いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 設置工事をどのように区

分して発注するかというのはこれからになって

まいりますので、まだ具体的なところについては

考えておりませんけれども、できるだけ市内の業

者においても、この事業にかかわっていただける

ような仕組みづくりはしていきたいと思ってお

ります。 

  先ほども申し上げたように、設備の確保という

ものがやはり一番の問題となりますので、その辺

を踏まえた上での業者選定をさせていただきた

いと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） そういったことで、でき

るだけ市内の業者に多く発注されるような方策

を頑張って探っていただきたいと思います。 

  次に、感染症の話であります。 

  感染症の問題ですと、やはり今、一番は風疹が

非常に全国的にも、先ほど答弁にもありましたけ

れども、県内でも８人の感染が確認され、国とし

ては、首都圏を中心に感染者数が５年ぶりに

2,000人を超え、流行が拡大しているとなってお

りまして、過日の11月26日の衆議院予算委員会で、

根本厚生労働大臣は、有識者の意見を伺いながら

早急に取りまとめたいと、流行が続く風疹への対

策を強化する考えを示したと。これについては、

予防接種を過去に受けられなかった30代から50

代の男性が非常に多いので、この世代の免疫の有

無を調べる抗体検査を実質無料化する方向で検

討を開始し、本年度の２次補正予算に関連経費を

計上したいという国会答弁も出ております。 

  この中で、実はきょうの地元の新聞で風疹の各
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自治体の状況が出ておりまして、残念ながら、県

内35自治体の中で、風疹の予防接種の補助率また

は額という一覧表があるんですが、米沢市だけが

補助が出ておらないと。これを見て、私もがっか

りしたんでありますけれども、この辺について、

米沢市のこれからの対応をどうしていくのか。ほ

かの自治体が補助を出しているのに、米沢市だけ

が出していないと。それで、小さな町や村はどう

なのかなと思って見ておったんですが、数えてみ

たら、米沢を除く全市町村で何らかの補助を出し

ておるのですね。 

  それで、この風疹の予防接種について、今後何

とかしなければならないと思うのですが、当局は

どのように考えていますか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 国においては、風疹に関

する特定感染症予防指針というものを定めまし

て、この中において、早期に先天性風疹症候群の

発生をなくすとともに、平成32年度までに風疹の

排除を達成するということを目標とするとして

おります。 

  議員おっしゃるとおり、現在、全国的には風疹

の患者数が2,000名を超えまして、この３分の２

が過去に予防接種を受けなかった30代から50代

の男性が占めているといった状況でありますの

で、国においては感染症リスクの高い世代の男性

について、抗体検査を無償化するといったことに

ついて、次年度を待たずに今年度実施したいとい

う旨の、おっしゃるように報道があったところで

あります。 

  長井市においても、風疹についての記事がござ

いまして、職場での感染が懸念されていたことか

ら、職場での風疹の対策を図るために、国に先行

して助成体制を拡大させるといったことが出て

いるようでありまして、拡大の予防ということか

らすれば、それは有効であると考えているところ

であります。 

  本市としましても、先天性風疹症候群の発生を

なくすことを目的としまして、風疹抗体検査の対

象の拡大であったり、ワクチン接種への助成につ

いて、年度内に対応する方向で検討してまいりた

いと考えております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） ただいま部長からは、年

度内に何とかしたいというお話でありますが、こ

れは感染症であって、やはり米沢も、新幹線も入

ってきているし、高速道路も今度は福島から一気

に入ってこれると。 

  それで、この感染の能力というものについては、

麻疹、はしかが一番感染力が強くて、次に風疹が

強くて、インフルエンザはその下、感染力として

はインフルエンザは３番目になるというふうな

ことをお聞きしておりまして、風疹の感染力とい

うものはかなり強いと。それから、やっぱり妊婦

が感染しますと、その胎児に対しまして、先天性

風疹症候群という、心臓の疾患、それから白内障、

こういったもので非常にリスクが大きくなるわ

けであって、なおかつ、きょうの新聞のあれを見

ますと、風疹予防接種の補助状況、長井市と東根

市、ここは全額なんですね。それで多分、麻疹・

風疹の混合ワクチンですと料金的に、抗体検査が

多分5,400円、それから麻疹・風疹の混合ワクチ

ンで１万767円だと思うのですが、長井市と東根

市は全額を補助しているということに対して、米

沢がゼロということになってまいりますと、これ

で感染者が出なければ、よかったなで終わるんで

しょうけれども、やはり感染者が出た、それが妊

婦さんだったということになってくると、非常に

悔やまれる結果になると思いますので。 

  今年度中などということを言わずに、感染力が

非常に強いので、早急にこれは対応していかなけ

ればならないものと。「健康長寿日本一」を目指

している米沢市であって、やはり治療よりも予防

が大いに重要だと思うのですが、その辺、予算的

な面も含めて、十分に早い対応をしていただきた

いと思うのですが、いかがでしょうか。 



- 54 - 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 先ほど答弁を申し上げま

したとおり、抗体検査については引き続き実施し

ていくつもりでございます。加えて、範囲が広が

った部分についても、国に準じてやっていきたい

というように考えているところでありまして、そ

の先の、抗体値が低かった方についての予防接種

につきましては、これもできるだけ早い段階で取

り組んでまいりたいというように考えていると

ころであります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○１番（山村 明議員） たびたび申し上げますけ

れども、米沢市だけが県内で風疹予防接種の補助

をしていないということでは本当に、私も非常に

がっかりしておるわけでありまして、ひとつ何と

か、年度内などということでなく、できるだけ早

く、風疹の感染が米沢に入ってこないうちに対応

していただきたいと要望して、私の一般質問を終

わります。 

  ありがとうございました。 

○島軒純一議長 以上で１番山村明議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時０８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１８分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにした

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで延長するこ

とに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、防災・減災について外１点、９番齋藤千

惠子議員。 

  〔９番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○９番（齋藤千惠子議員） 皆様こんにちは。一新

会の齋藤千惠子です。どうぞよろしくお願いいた

します。 

  ことしもあっという間にもう12月議会。皆様に

とって、平成30年はどんな年でいらっしゃいまし

たか。ことしは特に地震や豪雨など大規模自然災

害が日本列島を相次いで襲い、多くのとうとい命

が失われています。改めて、被災された方々に心

からのお見舞いを申し上げます。 

  ことしに入って、６月の大阪北部地震、７月に

は西日本各地が前線と台風７号の影響により豪

雨に見舞われ、過去30年余りで最悪の洪水被害に

苦しめられました。大雨の特別警報が１府10県に

発表され、最近我が国が経験したあらゆる種類の

災害が広域にわたって発生し、800万人以上に避

難指示・勧告が出されました。 

  さらに、８月には台風21号による高潮災害、そ

して９月、記憶に新しい北海道胆振東部地震の震

度７。道内の半分の電気を供給していた火力発電

所の完全停止に伴い、連鎖的にほかの発電所も停

止し、道内ほぼ全域、約295万戸で停電が発生し

たブラックアウトという前代未聞を引き起こす

など、立て続けに発生した年でありました。 

  また、ことしの特徴的なこととしては、これま

で地震や水害をほとんど経験していなかった地

域が災害に見舞われたことです。 

  そこで、今回の私の質問は、全国どこの自治体

でも喫緊の課題である自然災害に向き合う、防

災・減災についてです。想定外では済まされない、

想定内として、あらゆる対策をとっておくべきと

の観点から質問いたします。 

  「防災の本質は、予防にある」と言われていま

す。行政は、住民の皆さんを災いなき地に置き、

災いの前に逃がす。そして、住民の皆さんは疑わ
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しきを察し、災いの前に逃げる。このことは、東

日本大震災の教訓として言い伝えられています。 

  私は、人々の生命と生活、生存を守ることが政

治の使命だと思っています。 

  それでは質問に入ります。 

  小項目１つ目、自助・共助の強化についてです。 

  これはすなわち、逃げる力を育むことだと思い

ます。地域特性に応じた取り組みをするべく、ま

ず地域のリスクを調べ、その地域で起こり得る災

害状況を住民の皆様が正しく理解しているかど

うかです。災害リスクの理解が重要なのです。過

去の水害の記録やハザードマップなどを参考に、

自分が住んでいる地域のリスク、すなわち危険性

をしっかり認識し、家族構成や生活環境に合わせ

た、家族が、自分がとるべき行動を、避難行動を

想定しておくことが自助では必要と考えますが、

住民の皆様の防災意識を高める観点からどのよ

うに考え、どんな取り組みをしているのかお知ら

せください。 

  また、国交省の、住民の防災意識を高める「ま

るごとまちごとハザードマップ」事業の理解促進

は進んでいますか。これは、町なかの電柱等に洪

水で浸水した場合の水深「洪水深」や避難場所を

明示した標識を取りつけ、住民の自助を高めるも

のです。 

  次に、共助を考えるとき、有事で地域防災組織

の主力となるものは、何といっても自主防災組織

です。被害を最小限に抑えるためには、地域住民

による、「自分たちの地区は、まちは自分たちで

守る」という防災意識を高めるべく、どのような

取り組みをしていますか。 

  また、組織の必要性をどれだけ周知しています

か。一向に上がらない自主防災組織の結成率を上

げるため取り組んでいると思いますが、その課題

もお知らせください。 

  小項目２つ目、市民の避難行動についてお尋ね

いたします。 

  本市においても、地域防災計画を策定して、防

災、減災に取り組んでいますが、本腰を入れて、

どれだけ継続的に、経常的に地域住民や組織など

について、防災計画に基づいた防災啓発や防災訓

練等の事業を行っていくかが課題だと思います。

実効性のある避難行動を高めるために、どのよう

な取り組みを行っているのかお知らせください。 

  地域住民の避難行動を促進させるためには、「災

害時において自分の命は自分で守る」という「我

が事意識」を徹底させる必要があります。他人事

としないことです。 

  今回の西日本豪雨で被災された方のアンケート

結果によりますと、「安全な場所に逃げなかった」

という人が何と74％にも上っておりました。「被

害に遭うとは思わなかった」など、ほかの人が危

険に遭いながらも自分は大丈夫だという意識が

働いていたという結果がテレビで発表されまし

た。「どうせ今回も災害は起きないだろうとたか

をくくっていた」とか、「まさか自分が住んでい

る地域に被害が出るなんて思わなかった」など、

災害時には、心理学でいう「楽観主義バイアス」

が強くなると考えられます。 

  気象庁の防災情報は確かに高度化していますが、

降雨の情報は正確に予測されても、どこで災害が

起きるかという予測は今でもほぼ不可能なので

す。災害の危険性をできる限り情報で伝える一方、

「情報だけで人は逃げない」という前提で、どう

対策を講じていくべきか。こうした心理をしっか

り考慮に入れ、住民の皆さんの避難行動を促進さ

せる手だてをぜひ進めていただきたいと思いま

す。 

  小項目３つ目、福祉避難所についてお尋ねいた

します。 

  福祉避難所は、障がい者の方々、高齢者の方々、

人口呼吸器や酸素供給装置などを使用している

在宅の患者の方々、そして妊産婦の方々など、特

別な配慮が必要な人々のために、災害時に備えて

市町村が指定する福祉避難所は本市においてど

のようになっているのか。また、入所型福祉施設
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等とどんな協定を結んでいるのかお知らせくだ

さい。 

  さらに、内閣府の調査によると、福祉避難所は

指定避難所の８分の１という結果でしたが、本市

では不足はしていないのかどうか。また、その周

知徹底はどのように行っているのかお知らせく

ださい。 

  物資、器材、人材、移送手段、支援人材の確保

についてもお知らせください。 

  さらに、平素から要支援者の対象者の現況等を

把握することが望ましいというガイドラインが

ありますが、本市ではどのように把握されている

のかお知らせください。特に、避難行動要支援者

名簿の作成については義務化され、避難要支援者

本人の同意を得て、名簿情報を提供、活用できる

こととなった現在、課題だった情報提供の点では

何らかの進展があったものと思いますが、現況を

お知らせください。 

  次に、小項目４つ目、学校における防災教育に

ついてお尋ねいたします。 

  東日本大震災の経験を踏まえて、文部科学省は

2012年「学校防災マニュアル作成の手引き」、そ

して、続いて2013年「「生きる力」を育む防災教

育の展開」を学校現場に向けて提示いたしました。

これらは、防災管理と防災教育の充実、向上を学

校に求めた文書です。 

  本市におきまして、各学校の防災管理、防災マ

ニュアルの策定、改定は進んでいるのでしょうか。

子供たちの命を守る、そして児童生徒みずからが

自分を守る行動や習慣を養うために、どのような

取り組みをしているのでしょうか。お尋ねいたし

ます。 

  地域と学校の実態に即した学校防災マニュアル

の徹底についてもお知らせください。 

  本市には、活断層帯である長井盆地西縁断層帯

が走っているのです。いつ、どこで起きるかもわ

からないからこそ、市民の皆様の安全に責任を持

つべき行政が決死の覚悟で安全なふるさとをつ

くるために、想定外の災害に対する取り組みを強

化すべきと強く思うところです。 

  次に、大項目２つ目、ＮＩＣＵ（新生児集中治

療室）の新設について質問いたします。 

  ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）はなかなかなじ

みのない言葉だと思います。ＮＩＣＵは新生児、

生まれたばかりの赤ちゃんに特化した専用のＩ

ＣＵ（集中治療室）です。一般のＩＣＵ以上に細

菌感染等を防ぐために厳重に管理されていて、赤

ちゃんは１人ずつ保育器の中で酸素と栄養をも

らいながら治療を受けるのです。 

  この大事なＮＩＣＵが、置賜には、米沢市内に

はないのが現状です。県内では、庄内には鶴岡市

立荘内病院、山形市内には山形県立中央病院、山

大医学部附属病院、そして済生会山形済生病院が

ありますが、置賜には一病院もないのです。 

  ですから、置賜で、米沢市内でＮＩＣＵで管理

しなければいけない赤ちゃんが生まれる場合に

は、山形市内に救急車で運んでの治療となってい

ます。そのお母さん、そしてその家族の皆様の負

担、不安、ストレス、何よりその負担の大きさは

はかり知れないものがあります。また、無事出産

した後も、お母さんが先に退院する場合が多く、

病院に毎日通い、赤ちゃんに触れ、お母さんが主

体的にできる限り長期に母乳育児を継続できる

ような体制を整えなければなりません。 

  この母乳を飲ませることに関しては、月足りず

産んだお母さんの母乳と、月満ちて産んだお母さ

んの母乳の成分がまるで違うということも重要

なことです。たんぱく質や電解質が不足しがちな

未熟児の赤ちゃんにとって、それらが豊富な、そ

の赤ちゃんのお母さんの母乳が最適なのです。そ

のお母さんは、子宮内でのその子の成長段階に適

した専用の母乳を出しているのだと言われてい

ます。まさに自然の妙というほかない摂理なので

す。 

  だからこそ、未熟な状態で生まれた赤ちゃんに

必要な成分が多く含まれているからこそ、大変な
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リスクを抱えても、母乳を赤ちゃんに届ける必要

があるのです。 

  こうしたさまざまな事情を抱え、それらを強力

にサポートする必要があるからこそ、そしてお母

さんを精神的にサポートする必要があるからこ

そ、何とか新しい市立病院新設時に、このＮＩＣ

Ｕを新設していただきたいのです。 

  市立病院からＮＩＣＵのある病院に運ばれた方

は何人いらっしゃいますか。救急車でなくドクタ

ーヘリを要請することはできないのかどうか。喫

緊のこれだけ必要性がありながら、ＮＩＣＵが新

設できない課題は何なのか。さらに、今後の体制

についてもお知らせください。 

  誰一人取り残さない社会、喫緊の課題に焦点を

当て、一つずつ解決していくことを願いながら、

壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、１の防災・減

災についてのうち、（１）の自助・共助の強化に

ついてと、（２）の市民の防災行動についてにお

答えいたします。 

  近年、全国的に自然災害による大規模な災害が

発生しており、ことしも人的、物的に甚大な被害

が起きております。 

  幸い本市では、羽越水害以降大きな被害が出る

災害は起きておりませんけれども、近年の気候の

変動を考えますと、本市で大規模な災害が起きな

い保証は全くない状況であると考えております。 

  しかし、市民の災害に対する危機意識は、大き

な被害を受けた経験が少ないことから、必ずしも

高いとは言えない状況です。 

  本市地域防災計画では、東日本大震災における

教訓を踏まえ、災害が発生しても人命が失われな

いことを最重要視し、経済的被害ができるだけ少

なくなるように備える減災の考え方を基本とす

るとともに、自助・共助・公助の連携を図り、地

域防災力の向上を目指すものとしておりますの

で、米沢でも過去には大災害が起きていることを

忘れず、市民の意識を「いつまた起きるかわから

ない」という危機意識に変えていくことが大事で

あると認識しております。 

  本市では、防災に対する出前講座や鷹山大学の

「防災の基礎知識講座」を設けるなどして、市民

の危機意識の醸成に努めてまいりました。平成29

年度は、町内会を初め各種団体に対して30回の講

座を行っております。 

  さまざまな年代の方に合わせたパワーポイント

を作成し、日ごろから災害に対する準備や心がけ

をしておくことが必要であることなどをお話し

することで、危機意識を持っていただくようにし

ております。 

  また、現在さまざまな災害の危険性をお知らせ

するために、ハザードマップの作成を進めており

ます。 

  市内の危険箇所や被害想定を知っていただくこ

とで、自分の住む地域にはどんな災害が起こる可

能性が高いかを把握することができますので、い

ざというときに少しでも被害を少なくするため

にも、自分の地区の避難場所がどこなのか、そこ

へ安全に行くためにはどう行けばいいのかとい

うことをふだんから確認していただくことが大

切なことであり、それが早目の避難につながるこ

とになると考えております。 

  これらの地域の災害リスクを知ってもらう取り

組みとして、ほかには社会福祉協議会が地区単位

で取り組んでいる福祉マップの作成があります。

毎年、モデル支部を決めて勉強会を開き、その地

区の福祉マップの作成までを行っておりますが、

勉強会には市職員も講師として派遣していると

ころです。 

  また、国土交通省では、近年の大規模な水害発

生を考慮し、命を守る行動を実践する施策の一つ

として「まるごとまちごとハザードマップ」の取

り組みを行っております。市町村で作成される洪

水ハザードマップの情報を生活空間である町な



- 58 - 

かに水防災に係る各種情報を表示することで地

域の防災意識を高め、いざというときの安全かつ

スムーズな避難につなげるものです。 

  本市ではこれまで取り組んでおりませんが、現

在、県において、市内の河川の浸水想定の見直し

が行われており、今年度内に新たな浸水想定範囲

が示されることから、現在の洪水ハザードマップ

の見直しを行う際には検討していきたいと考え

ております。 

  災害時の基本は、自分の身は自分で守ることで

あり、次に、隣組や自主防災組織の協力による助

け合いが人命を救うために大きな力を果たすこ

とが、これまでの大震災からわかっております。 

  そのため、災害のときには隣近所の助け合いと

いうことがとても重要なことから、本市において

は自主防災組織のさらなる充実を図るための取

り組みを行っているところでありますが、本市の

自主防災組織の現状としては、平成30年９月１日

現在の組織数が202組織であり、全世帯数に対す

る割合は67.8％となっております。 

  今年度、世帯数の多い町内会で自主防災組織が

結成され、組織率が高まったところではあります

が、まだ県内では低い組織率となっております。 

  このため、広報よねざわや市ホームページへの

防災関係記事の掲載、鷹山大学での「防災の基礎

知識講座」の開催や、防災に関するまちづくり出

前講座、市総合防災訓練への参加を進めるととも

に、自主防災未組織の町内会には、山形県主催で

あります自主防災組織結成検討会への参加促進

や、米沢市内に３名の防災アドバイザーが登録さ

れていることから、今年度から新たに始まった山

形県自主防災アドバイザー派遣事業の活用を働

きかけるなど、自主防災組織の必要性についての

普及啓発活動を行ってまいりました。 

  さらに、結成後、継続して活動することができ

なければ結成した意味を失ってしまいますので、

自主防災組織の結成時に対する防災資機材の交

付や、訓練時における防災資機材の交付支援、市

で管理する資機材の貸し出し支援を行っており、

今後もこれらの充実を図りながら、結成しやすい

環境づくりをしていくとともに、自主防災組織率

の向上に努力してまいります。 

  災害時に配慮が必要なこととして、高齢者や子

供、障がい者といった災害時要援護者を安全な場

所へ誘導していくということがありますが、この

場合、大きな力となるものも自主防災組織です。 

  本市では、災害発生時に自力避難等が困難な状

況に置かれる災害時要援護者の安全確保の対応

としまして、社会福祉課を窓口として、災害時要

援護者名簿を作成しております。 

  支援を必要とされる方は、登録と個人情報を支

援者に提供することに同意いただくことになり

ます。登録していただく際は、避難等の支援を行

う避難支援者を定めることとなりますが、避難支

援者を定めることが困難な場合でも、この名簿を、

市、民生委員・児童委員、自主防災組織と共有を

図ることにより支援が行われるように努めてい

るところです。 

  災害時に命を守る行動としては、危険が迫った

ときはいち早く安全に逃げるということが大前

提ですので、今後も市民に対しての意識づけと、

それを行うための体制支援ができるよう努力し

てまいります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私からは、福祉避難所に

ついて御説明いたします。 

  災害が発生して避難が必要になった場合、まず

はどなたも最寄りにある学校やコミュニティセ

ンターなど１次避難所に避難していただきます。

１次避難所では、さまざまな人が互いに助け合い

ながら集団生活を送ることになりますが、中には

設備が不十分等の理由により避難所での生活が

難しい方もいると想定されます。 

  そのような場合には、支援者の協力を仰いだり、
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避難所の一角を仕切るなどして柔軟に対応いた

しますが、それでも対応できない特別な配慮を必

要とする方が避難生活を送るための場として、２

次的に開設するのが福祉避難所であります。 

  福祉避難所については、これまで起きた数々の

災害を教訓として、厚生労働省が平成28年に改訂

したガイドラインがあり、それに沿った開設、運

用を想定しておりますが、あくまでも１次避難所

での状況を判断しながら、必要に応じて開設して

いくものであります。 

  本市の取り組み状況ですが、平成24年度から協

定を締結し、福祉避難所を指定しており、現在12

の施設と協定を締結しております。内訳は、高齢

者福祉施設が９施設、障がい者福祉施設が３施設

となっております。 

  福祉避難所については、まずは高齢の方や障が

いをお持ちの方など、体の不自由な方を対象と考

えたところです。 

  特別な配慮が必要な方の生活には、食事や衣類、

生活用品など物資の提供のほか、ベッド、多目的

トイレ、手すりなどの装備、さらには介護士、看

護師などの人的支援も必要なことから、物資、設

備、人材等の確保の面で福祉施設が持つ多様な資

源を活用させていただくことが望ましいと判断

したものです。 

  次に、周知についてでありますが、単に福祉避

難所の場所をお知らせするだけでは、災害発生後

すぐに開設される施設、あるいは誰でも避難でき

る施設というふうに、１次避難所と混同して誤解

や混乱を招くおそれがあるため、これまでは広く

周知することを控えてまいりました。 

  しかし、避難所生活に不安を抱える方々にとっ

ては、福祉避難所を事前に正しく理解していただ

くことで、その不安を少しでも解消できるのでは

と考えておりますので、適切な周知を研究してま

いりたいと考えております。 

  続きまして、実際にどのような流れで福祉避難

所に受け入れていくのかということについて御

説明いたします。 

  さきにお話ししたとおり、まずは自助、共助に

より１次避難所へ避難していただきます。そこで

保健師等、避難所の運営スタッフが、１次避難所

では生活は困難と判断した場合、市は協定を締結

している施設の中から選定し、福祉避難所の開設

を要請いたします。 

  要請を受けた施設では、直ちに福祉避難所の開

設準備に入り、受け入れ態勢が整い次第、要配慮

者の移送となります。移送については、要配慮者

の家族等が第一義的に行うことになりますが、状

況により、市または施設が行うこととしておりま

す。 

  福祉避難所に入ってからは、施設が持つ設備や

人材を生かして、食料や生活必需品の提供、日常

生活の支援や福祉サービス、保健医療サービスを

受けるための支援を行います。基本的には１週間

の受け入れ期間となりますが、状況により受け入

れ期間を延長することとなります。 

  なお、市は福祉避難所の開設、運営に関する費

用負担及び運営に必要な物資の調達を行うこと

になります。 

  最後になりますが、災害は地震や風水害など、

災害の種類や規模、被害の状況もさまざまに異な

りますので、臨機応変に適切な対応が求められま

す。 

  そのため、今後さまざまな配慮が必要な方々に

対応できるよう、さらに受け皿となっていただけ

る施設と協定を結んでいきたいと考えておりま

す。そして、市と協定を結んでいる施設とで定期

的な情報交換の場を設けて、日ごろから円滑に福

祉避難所が開設、運営できるように取り組んでま

いりたいと考えております。 

  私から以上です。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、学校における防災

教育についてお答えいたします。 
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  初めに、学校を避難所として開設することにな

った場合の対応についてでありますが、教育委員

会では、学校の避難所開設・運営マニュアルのひ

な形を作成して各学校に示しており、各学校でそ

れぞれの状況に応じた避難所開設・運営マニュア

ルを作成しております。 

  この避難所開設・運営マニュアルのひな形では、

米沢市災害対策本部から避難所として開放する

ことを要請された場合に、各小中学校の校長及び

教職員が避難所の開設及び運営に協力し支援す

るものとしていますが、学校は児童生徒の安全確

保を第一に行うことが重要であることから、学校

に児童生徒がいる場合は、その指導、対応を優先

させ、可能な範囲で避難所を開設することとして

おります。 

  また、避難所開設に当たっては、使用する体育

館の鍵を、平日時間内であれば施設管理者である

校長等が、時間外であれば校長等または教育委員

会の職員が開錠して避難者を収容することなど

を記載しており、非常時の役割分担を明確にして

おります。 

  今後は、このマニュアルの周知とともに、関係

者が非常時にしっかりと行動できるような体制

をつくっていくことが必要であるものと考えて

おりますので、避難所開設訓練等の実施について

も検討してまいりたいと考えております。 

  次に、子供たちに自己判断力を身につけさせる

ための防災教育についてお答えいたします。 

  学校における防災教育は、さまざまな危険から

児童生徒の安全を確保するために行われる安全

教育の一環として行われるものです。 

  災害に適切に対応する能力の基礎を培うため、

基礎的な防災知識を身につけながら、災害時の対

処方法について学習しております。 

  防災に関する学習は、学習指導要領に基づき、

教科や特別活動において行っております。例えば、

小学校社会科では、自然災害から身を守るために

地域で行われている共助の取り組みを、中学校理

科では、日本の自然災害や防災対策として、火山

活動に伴う地震や緊急地震速報等の事前予知に

関する学習を、保健体育では、自然災害による傷

害が二次災害によっても生じることなどを学び

ます。 

  また、文部科学省で作成、配布しているリーフ

レット「たいせつないのちとあんぜん」を活用し、

小学校低学年から自分の身を守るために正しい

判断と行動がとれるよう、具体的な場面を想定し

た学習をしています。 

  このような学習を通して、子供たちが災害時に

起こり得るさまざまな危険について知り、命を守

るための思考力、判断力を身につけ、日常的な備

えを行うことができるよう、発達段階に応じて指

導しております。 

  また、避難訓練を授業時間だけでなく、休み時

間に行ったり、子供たちに予告せずに実施したり

するといった取り組みをしている学校もあり、訓

練を通して知識と行動を結びつけるよう各校で

工夫しております。 

  さらに、大規模災害を想定し、豪雨災害にも対

応できるよう、地域と合同避難訓練を実施してい

る学校もございます。 

  今後も、さまざまな状況を想定し、どのように

行動したらいいのかを個々に考えさせるととも

に、登下校など子供たちだけになる時間帯の対応

の仕方について特に指導を重視し、自己判断力を

培っていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、ＮＩＣＵ関

連の質問にお答えいたします。 

  まず、山形の病院への搬送状況や、ＮＩＣＵを

まだ設置できない課題等についてお答えいたし

ます。 

  ＮＩＣＵとは新生児特定集中治療室のことで、

未熟児等の重篤な状態にある新生児を集中的に



- 61 - 

管理、治療するための特殊治療室のことです。置

賜二次保健医療圏には当該施設はなく、山形県立

中央病院などに搬送しております。 

  当院における平成29年度の搬送状況については、

山形県立中央病院が８件、山形大学医学部が２件、

山形済生病院が２件となっております。その搬送

内容としては、母体搬送が11件、新生児搬送が１

件となっており、全て救急車での搬送となってい

ます。 

  当院にＮＩＣＵを設置する場合には、一定の施

設基準をクリアする必要があり、例えば施設設備

や医療機器の面では、治療室は１床当たり７平方

メートル以上のスペースが必要となることや、救

急蘇生装置などの高額な医療機器を備えなけれ

ばならないことなど、現有施設においての対応は

非常に難しいと考えております。 

  また、人員的な面では、助産師または看護師は

新生児３人に対して常時１人配置しなければな

らず、助産師・看護師不足の状態では不可能であ

ります。さらに、医師におきましては、治療室に

24時間365日、常時医師を配置する必要があり、

主に小児科と産婦人科の医師が対応することに

なることから、現状ではそれぞれの科に３名ずつ

計６名しかおりませんので、ＮＩＣＵを設置する

と仮定した場合には、倍の12名程度の医師数でな

ければ体制を維持することは難しいと考えてい

ます。 

  山形県保健医療計画では、置賜二次保健医療圏

の開業医を含めた産婦人科医と小児科医の人数

としては、平成28年度時点では産婦人科医が13名、

小児科医が22名となっており、平成20年度から大

きな変化はなく、今後も大幅にふえる計画とはな

っておりません。また、新生児専門医に限っては

県全体で４人しかいない状況で、これも平成32年

から１名ずつふえていく計画となっております。 

  次に、ＮＩＣＵをつくるのは建てかえの時期し

かない。今後の体制はどうなるのかとの質問にお

答えいたします。 

  新病院建設におけるＮＩＣＵの考え方としまし

て、前回の基本計画策定時の院内検討におきまし

ては、小児科医と産科医の確保が難しいことから、

ＩＣＵ――集中治療室ですが、この中に高度な保

育装置を２床分設置し、在胎週数が36週未満まで

の新生児を対象にしようと考えておりました。し

かし、現状の医師数は、当時から小児科医が１名

減となっておりますので、以前よりも厳しい状況

にあります。 

  また、それぞれの科では、現在でも病棟や外来

での日々の診療のほかに、手術や救急などの対応

に追われておりますので、それに加えてＮＩＣＵ

の常駐業務を交代で回すには、一定の医師数が確

保できなければ過度な負担をかけることになり

ます。 

  さらに、現時点での案の一つとしましては、Ｉ

ＣＵのほかに、ＨＣＵ（ハイケアユニット）を置

くことも計画しており、両方とも治療室内に常時

医師を配置しなければならないため、ＮＩＣＵを

含め３つの治療室にそれぞれ医師を常時配置し、

交代で回していくことは大変に難しいと考えて

おります。 

  なお、現在の置賜二次保健医療圏の新生児の対

応につきましては、村山地域のＮＩＣＵ保有病院

と公立置賜総合病院、米沢市立病院、小国町立病

院をつないだ、周産期に特化した医療情報ネット

ワークにより妊婦の段階から情報を共有してお

り、一定の期間になった段階で妊婦を搬送する、

あるいは出産後の母体、新生児の救急搬送が適切

に行える、そのような仕組みができ上がっており

ますので、新病院建設後も同様に取り扱ってまい

りたいと考えております。 

  次に、妊婦、新生児が搬送されるときの移動時

間や振動に対する不安やリスク、子供と離れるこ

との心配、不安などのさまざまな声にどのように

対応するかということでございますが、一般的に

は一刻を争うようなケースはまれではあります

が、それでもゼロというわけではありません。救
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急搬送時における時間や道路の振動などの不安

やリスクをお感じになられていることに大変心

が痛む思いであります。また、子供をＮＩＣＵに

入室させて、通ってくる母親の心情を考えれば、

当然ＮＩＣＵが近場にあったほうがいいと私も

思っております。 

  しかし、医師の確保にめどが立たない状態で当

院にＮＩＣＵを設置するとなると、その多額の設

備投資が使われずに、結果として無駄になるとい

うリスクが生じてしまいます。それは絶対に避け

なければなりません。 

  したがって、現時点での案としては、当院のＩ

ＣＵで、つまり集中治療室で可能な限り対応し、

どうしても搬送が必要な場合には、新たに開通す

る高速道路やドクターヘリを活用して、できるだ

け不安やリスクをお感じにならないような方法

での搬送を考えてまいりたいと、そのように思っ

ておるところでございます。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○９番（齋藤千惠子議員） ありがとうございまし

た。 

  防災・減災について、もう少しお聞きしたいと

ころもあるのですが、時間の関係上、一つだけに

絞らせていただきます。 

  解禁になった液体ミルクについては、まだまだ

国内で出回るには時間がかかるということでご

ざいましたが、すぐ整備できるものとして、断水

時の授乳用のためのボトル、いわゆる使い捨ての

哺乳ボトルというものを整備できるのではない

かなと思っております。これは、さまざまなとこ

ろで整備されておりますけれども、急なストレス

で急に母乳が出なくなったお母さんや、それから

環境の変化で母乳が出なくなったお母さん、また、

もともとミルクで育てていらっしゃる赤ちゃん

をお持ちのお母さんなどにとって大変、使い捨て

の哺乳のボトルというものは有効ではないかな

と私は思っておりますので、これについてどのよ

うにお考えか、お知らせください。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 哺乳ボトルのかかわりに

ついては、ちょっとまだ具体的にこちらでは検討

しておりませんので、研究させていただきたいと

考えております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○９番（齋藤千惠子議員） 質問席での質問になり

ますので、それについてはぜひ御検討いただきた

いなと思います。 

  ＮＩＣＵの新設についてですが、大変厳しい環

境の中ということは十分わかっているつもりで

すが、ここで１つだけ、市立病院から山形市内の

ＮＩＣＵのある病院に搬送されたお母さんと子

供さんの実例をぜひ紹介させてください。 

  これは御本人及び家族の了承を得た上での御紹

介ということになるんですけれども、このお母さ

んは初産で、そして双子ちゃんでした。それで、

切迫流産でずっと市立病院に入院していたので

す。ただ、薬害ということで全身に発疹ができ、

その痛み、かゆみに耐えながら、何とか34週を迎

えたいということで日々、お医者様も看護師さん

も、本人も家族も本当に一生懸命頑張っておりま

した。 

  ただ、残念ながら34週に入った途端に破水して

しまって、急遽、山形市内の病院に搬送されまし

た。後から、彼女から伺った話によると、本当に

こんなに山形が遠かったとは。それから、道路の

段差のたびに、とても振動をひどく感じたという、

大きなリスクをしょっての搬送でした。無事、双

子ちゃんを産み、そしてお母さんも無事でした。 

  双子ちゃんはすぐＮＩＣＵに入りまして、早速、

宝物である初乳を何とか飲ませようとしました

が、直接吸ってくれるわけでもなく、そして大変

な痛みの中でマッサージを受けて、無事に、ほん

のわずかでしたが飲ませることができました。 

  しかし、月満ちて産んであげられなかったとい

うお母さんの、赤ちゃんを見るたびに自分を責め
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る、そして泣き明かすというような入院時での様

子だったようです。 

  お母さんのほうが先に退院する日を迎えました。

退院する日は、バスで、病院が見える間中泣いて、

そしてカーブでまた病院が見えると泣くという

本当に後ろ髪の引かれる思いで退院をなさった

そうです。 

  しかし、ここからが大変だったのです。母乳を

届けるために、赤ちゃんに少しでも触れたり触っ

たり、そして話しかけたりしてあげるために、３

泊４日で山形市内のホテルに泊まり込み、また米

沢に帰って、そういう繰り返しの日々が続きまし

た。家ではなかなか搾ることができない母乳を何

とか搾乳し、冷凍して、それを届ける。そんな日々

が続きました。 

  赤ちゃんを産んだばかりの人が、米沢－山形間

を往復する、ホテルに泊まる、バスや車に乗る大

変さは皆様、御想像いただけるものと思います。

本来なら、授乳やおしめを取りかえるとき以外は

寝て、安静にしているのが産後の状態なのです。 

  産後も、お医者様、そして全員が助産師の資格

を持っているという看護師さんたち、それから臨

床心理士の方々、たくさんの方々にフォローして

いただきましたが、精神的にも追い込まれた状態

が続きました。 

  もしＮＩＣＵが市立病院にあったなら、ここま

でつらいお産や産後にならずに、赤ちゃんを産ん

だ喜びにあふれていたのではないかと思うと…

…。ちょっと長くなりましたが、ぜひ実例を紹介

せずにはいられませんでした。 

  山形市内の病院に入院したときも、市立病院か

ら同じようにＮＩＣＵに入った赤ちゃん、妊婦さ

んがいらっしゃったそうです。市立病院の先生が

その方についてきて、顔を見せてくださったなど、

山形の病院のスタッフの方にも、それから米沢は

もちろんのこと、米沢の市立病院のスタッフの方

にも大変感謝しているという話でした。 

  この実例の後も、実はＮＩＣＵに運ばれた赤ち

ゃんのお母さんの話を伺いました。 

  その大変な思いを、喜びにあふれる出産という、

女の人にとっては大事業をこういった形でしな

ければいけない。そんなつらい思いを少しでも緩

和するということで、何としても新しい市立病院

にＮＩＣＵを新設していただきたいと、そんな思

いで質問させていただきました。 

  全国的に産科、産科医、新生児医が不足してい

るということが大きな社会問題になっているこ

の現代で、なかなかお医者様の確保ということは

御苦労をなさっていらっしゃるんだなと思うの

ですが、やはり三友堂病院と地域医療連携推進法

人ということで進める中で、お医者様の確保とい

うことが、その経緯の中でも何度となく伺いまし

た。やっぱり、ＩＣＵの中にＨＣＵということで、

また高度な保育器ということではございました

が、時間の経過とともに、過去にもたくさんの、

こうしたつらいお産をした方がいらっしゃるわ

けです。 

  やっぱり、たくさんの課題がある。そして、そ

のお医者様の確保ということは一筋縄ではいか

ないのだということも十分わかっておりますが、

ぜひ何かそのお医者様の確保というところに関

して手だてはないのでしょうか。その辺のことを

もう一度教えてください。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 ＮＩＣＵという基準に

合う施設をつくるのは、先ほど申し上げましたと

おり、非常に大変な人数、スタッフが必要になり

ますが、先ほどＩＣＵの話をしましたが、それと

類似した治療のできる体制を組むということは、

先ほどの、新生児の専門医がいらっしゃれば可能

ではないかと思いますが、先ほども、全県で４名

しかいないと。だから、４施設ぐらいしかそうい

うのができないということなので、まずはそうい

う新生児の専門医を県として育てていく。その方

を１人でも配置してもらえるようなことになれ

ば、ＮＩＣＵそのものではないけれども、それに
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類似した治療ができる体制ができるのではない

かと。 

  そのように、私どもも産婦人科の教授と御相談

しながら、また小児科の教授と御相談しながら、

置賜に一刻も早くＮＩＣＵと類似の治療ができ

るような体制をつくっていくことが大事だと、そ

のように思っております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○９番（齋藤千惠子議員） ぜひお医者様の確保に

さらなる御尽力をいただきたいと思います。 

  時間がちょっとありますので、済みません、大

項目１番目に戻って、学校における防災教育のと

ころでちょっとだけお話しします。 

  私はずっと、何度か東日本大震災で被災した岩

手県、宮城県の８年たった現状というところを見

せていただいてまいりました。その中で、もちろ

んその復興が進んではおりますし、道路も旧道の

脇に新しく新設されているなど、そういったハー

ド面では大変復興しておりました。 

  一番驚いたのは、その沿線の小学校、中学校の

防災教育、減災教育が進んでいることです。本当

に、実際に教訓を糧として、防災教育、減災教育

を実効性のあるものにということで、各小学校で

取り組んでいらっしゃる様子に本当に驚きまし

た。 

  先ほど教育長の、子供さんの発達段階に合わせ

て、それぞれ行っていらっしゃるということでお

聞きいたしまして、大変いいなと思っております

が、鶴岡市で、沿岸に小学校があるせいなのでし

ょうか、先ほどお話があった防災アドバイザーを

教育委員会に派遣して、生徒、児童のみならず、

先生方も研修を行ったというような新聞記事が

ありましたが、その辺の防災アドバイザー、いわ

ゆる専門家の方々の派遣などということはどの

ようにお考えでいらっしゃいますか。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 今おっしゃったとおり、

東日本大震災は大分ショックでありまして、学校

に勤めておる者は、やはり子供たちの命を守るこ

とが一番大事だということで、防災教育について

は全県挙げて、本市もでありますけれども、取り

組んでいるところであります。 

  今、防災のアドバイザーというお話がありまし

たけれども、県警などでもさまざま講師を派遣し

てくれる事業があります。私も以前、勤めていた

学校でお招きしまして、その方は実際に被災地に

赴いて救急活動をなさった方だったんですけれ

ども、生々しいお話をお聞きして、非常に子供た

ちも、私たちも感銘を受けたところでありました。 

  どうしても子供たちはさまざま、登下校であっ

たり、自分で判断する場面が出てきますので、そ

ういった取り組みを通して、防災に対する意識を

高めたり、知識、能力を身につけることが大事だ

と思っておりますので、これからも引き続き学校

で効果のある取り組みを進めてまいりたいと考

えております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○９番（齋藤千惠子議員） ありがとうございます。 

  ぜひ自助、共助というところが、これからはほ

とんど、自分たちの命は、自分の命は自分で守る。

それを表題だけでなくて、やっぱり我が事として

捉えられるように、行政側も、そして私たちもみ

んなで取り組んでいかなければいけないなと強

く思ったところです。 

  これで質問を終わります。ありがとうございま

した。 

○島軒純一議長 以上で９番齋藤千惠子議員の一般

質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  これにて散会いたします。 
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  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時１７分 散  会 
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